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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）内燃機関での使用に適したベース燃料、前記ベース燃料はガソリンまたはディー
ゼル燃料であり；
　（ｂ）１種またはそれより多くの粘度調整剤から選択される第一の燃料添加剤であり：
　　（ｉ）２７ｃＳｔまたはそれ未満の１００℃における動粘性率；および
　　（ｉｉ）１００質量％またはそれ未満の２５０℃におけるＮＯＡＣＫ揮発性を有する
、燃料添加剤；ならびに
　（ｃ）１種またはそれより多くの摩擦調節剤から選択される第二の燃料添加剤
を含み、前記１種またはそれより多くの摩擦調節剤がポリ（ヒドロキシカルボキシル）酸
アミド塩誘導体；末端酸基を有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）誘導体；ポリ（ヒドロ
キシカルボン酸）誘導体；ポリエーテルアミン；アルコキシアミンのエステルまたは窒素
誘導体；アルコキシル化アミドまたはエステル；およびアルコキシル化アミンから選択さ
れ、
前記第一の燃料添加剤が１００℃での動粘度が２ｃＳｔであるポリアルファオレフィンで
ある、液体燃料組成物であり、かつ前記液体燃料組成物がガソリン組成物またはディーゼ
ル燃料組成物である、前記液体燃料組成物。
【請求項２】
　前記液体燃料組成物中に存在する第二の燃料添加剤の量が、液体燃料組成物の全質量に
基づいて、少なくとも１０ｐｐｍｗである、請求項１に記載の液体燃料組成物。
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【請求項３】
　前記液体燃料組成物中に存在する第二の燃料添加剤の量が、液体燃料組成物の全質量に
基づいて、最大で２質量％である、請求項１または２に記載の液体燃料組成物。
【請求項４】
　前記第一の燃料添加剤が、１７ｃＳｔまたはそれ未満の１００℃における動粘性率を有
する、請求項１～３のいずれか一項に記載の液体燃料組成物。
【請求項５】
　前記第一の燃料添加剤が、２ｃＳｔ～８ｃＳｔの範囲の１００℃における動粘性率を有
する、請求項１～４のいずれか一項に記載の液体燃料組成物。
【請求項６】
　前記液体燃料組成物中に存在する第一の燃料添加剤の量が、前記液体燃料組成物の質量
に基づき５ｐｐｍｗ～２質量％の範囲である、請求項１～５のいずれか一項に記載の液体
燃料組成物。
【請求項７】
　前記ベース燃料が、ガソリンである、請求項１～６のいずれか一項に記載の液体燃料組
成物。
【請求項８】
　内燃機関の燃料経済性能を改善する方法であって、前記方法は、潤滑剤を含む内燃機関
に、請求項１～７のいずれか一項に記載の液体燃料組成物を注入することを含む、上記方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液体燃料組成物に関する。本発明はまた、内燃機関に以下で説明される液体
燃料組成物を注入することによって内燃機関の燃料経済性能を改善する方法にも関する。
【背景技術】
【０００２】
　政府の規制および市場は、運送業における化石燃料の節約を強く要求し続けている。Ｃ
Ｏ２放出の低減目標を達成するために、より燃料効率の良い乗り物に対する需要が高まり
つつある。それゆえに、自動車業界において燃料経済性（ＦＥ）をよりいっそう改善する
ことが重要である。潤滑剤は、乗り物の燃料消費を減少させることにおいて重要な役割を
果たす可能性があることから、内燃機関中に含まれる潤滑剤組成物の燃料経済性能を改善
することが引き続き必要である。
【０００３】
　R.I.TaylorおよびR.C.Coyの「Improved Fuel Efficiency by Lubricant Design:A Revi
ew」、Proc Instn Mech Engrs、214巻、パートJ、1～15頁、2000は、燃料消費に影響を与
える潤滑剤組成物の特性をまとめている。具体的に言えば、この総論は、このような潤滑
剤組成物の燃料経済性能に影響を与える潤滑剤組成物の特性の一つは、粘度であることを
教示している。潤滑剤組成物の粘度が低ければ低いほど、このような潤滑剤組成物の燃料
経済性能はより大きくなる［ＳＡＥ９８２５０２］。しかしながら、粘度の増加は、オイ
ルドレインインターバル（ＯＤＩ）の間に観察されることが多く［ＳＡＥ２００８－０１
－１７４０］、これは、燃料経済性にとって有害であると予想される。
【０００４】
　潤滑剤の配合は初期から固定されたままであるが、特に燃料組成物に所定の燃料添加剤
を添加することによって、燃料組成物を介して潤滑剤によい影響を与えることが確認され
ている。
【０００５】
　ポリアルファオレフィンおよびエステルなどの粘度調整添加剤は、液体燃料組成物で使
用されることが公知であり、以下の特許公報：ＥＰ－Ａ－７０７０５８；ＥＰ－Ａ－２９
００８８；ＥＰ－Ａ－６３４４７２；ＷＯ９８／１１１７８、およびＷＯ９８／１１１７
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７で開示されている。
【０００６】
　ＥＰ－Ａ－７０７０５８は、ガソリンベースの燃料、ポリアルファオレフィン、および
洗浄剤を含み、該洗浄剤が、ポリイソブチレニルスクシンイミドまたは脂肪族もしくはア
ルコキシル化ポリアミンであり得る燃料組成物を開示している。ＥＰ－Ａ－６３４４７２
はさらに、ガソリンベースの燃料、ポリアルファオレフィン、およびスクシンイミドを含
む燃料組成物も開示している。燃料組成物中の洗浄剤は、使用中にエンジンの内部部品を
きれいにして、エンジン内の付着物を減少させることにより性能を補助する。一般的には
洗浄剤、具体的にはスクシンイミド誘導体は潤滑性および摩擦の減少にはそれほど貢献し
ないことから、摩擦調節剤として作用することも、摩擦の低減により燃料経済性を補助す
ることも知られていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】欧州特許出願公開第７０７０５８号明細書
【特許文献２】欧州特許出願公開第２９００８８号明細書
【特許文献３】欧州特許出願公開第６３４４７２号明細書
【特許文献４】国際公開第９８／１１１７８号パンフレット
【特許文献５】国際公開第９８／１１１７７号パンフレット
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】R.I.TaylorおよびR.C.Coyの「Improved Fuel Efficiency by Lubricant
 Design:A Review」、Proc Instn Mech Engrs、214巻、パートJ、1～15頁、2000
【発明の概要】
【０００９】
　ここで驚くべきことに、液体燃料組成物において、選択された摩擦調節剤と共に所定の
物理特性を有する選択された粘度調整添加剤を使用することにより、燃料経済性の改善お
よびエンジン潤滑性能を改善するという利益が得られることが見出された。
【００１０】
　本発明は、液体燃料組成物であって：
　（ａ）内燃機関での使用に適したベース燃料；
　（ｂ）１種またはそれより多くの粘度調整剤から選択される第一の燃料添加剤であり：
　　（ｉ）２７ｃＳｔまたはそれ未満の１００℃における動粘性率；および
　　（ｉｉ）１００質量％、好ましくは２０質量％またはそれ未満の２５０℃におけるＮ
ＯＡＣＫ揮発性を有する、燃料添加剤；ならびに
　（ｃ）１種またはそれより多くの摩擦調節剤から選択される第二の燃料添加剤
を含む、上記液体燃料組成物を提供する。
【００１１】
　本発明はさらに、内燃機関の燃料経済性能を改善する方法であって、前記方法は、エン
ジン潤滑剤を含む内燃機関に、液体燃料組成物を注入することを含み、ここで該液体燃料
組成物は：
　（ａ）内燃機関での使用に適したベース燃料；
　（ｂ）１種またはそれより多くの粘度調整剤から選択される第一の燃料添加剤であり：
　　（ｉ）２７ｃＳｔまたはそれ未満の１００℃における動粘性率；および
　　（ｉｉ）１００質量％、好ましくは２０質量％またはそれ未満の２５０℃におけるＮ
ＯＡＣＫ揮発性を有する、燃料添加剤；ならびに
　（ｃ）１種またはそれより多くの摩擦調節剤から選択される第二の燃料添加剤、
を含む、上記方法を提供する。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
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　本発明の液体燃料組成物は、内燃機関での使用に適したベース燃料、所定の物理特性を
有する粘度調整剤から選択される第一の燃料添加剤、および摩擦調節剤である第二の燃料
添加剤を含む。内燃機関での使用に適したベース燃料は、典型的にはガソリンまたはディ
ーゼル燃料であるため、本発明の液体燃料組成物は、典型的にはガソリン組成物またはデ
ィーゼル燃料組成物である。
【００１３】
　用語「粘度調整添加剤」または「ＶＣＡ」は、本明細書で用いられる場合、潤滑剤の粘
度増加を制御することを目的とする燃料含有添加剤である。用語「摩擦調節剤」または「
ＦＭ」は、本明細書で用いられる場合、摩擦係数を一般的には境界潤滑状態に減少させる
ことを目的とする添加剤である。
【００１４】
　本液体燃料組成物で用いられる第一の燃料添加剤は、粘度調整剤（ＶＣＡ）であり、そ
の１００℃における動粘性率は、（ＡＳＴＭ　Ｄ４４５またはＩＰ７１によって測定した
場合）２７ｃＳｔまたはそれ未満である。好ましくは、１００℃における動粘性率はさら
に、（ＡＳＴＭ　Ｄ４４５によって測定した場合）以下に列挙されるパラメーターの１つ
またはそれより多くに従う：
（ｉ）２２ｃＳｔまたはそれ未満；
（ｉｉ）１７ｃＳｔまたはそれ未満；
（ｉｉｉ）１３ｃＳｔまたはそれ未満；
（ｉｖ）１０ｃＳｔまたはそれ未満；
（ｖ）８ｃＳｔまたはそれ未満；
（ｖｉ）６ｃＳｔまたはそれ未満；
（ｖｉｉ）５．５ｃＳｔまたはそれ未満；
（ｖｉｉｉ）少なくとも２ｃＳｔ；
（ｉｘ）少なくとも３ｃＳｔ；
（ｘ）少なくとも３．５ｃＳｔ；
（ｘｉ）少なくとも４ｃＳｔ；
（ｘｉｉ）少なくとも４．５ｃＳｔ。
【００１５】
　この場合の好ましい実施態様において、第一の燃料添加剤の１００℃における動粘性率
は、（ＡＳＴＭ　Ｄ４４５によって測定した場合）２ｃＳｔ～８ｃＳｔの範囲、好ましく
は３ｃＳｔ～８ｃＳｔの範囲、より好ましくは３．５ｃＳｔ～６ｃＳｔの範囲、さらによ
り好ましくは４ｃＳｔ～６ｃＳｔの範囲、特定には４ｃＳｔ～５．５ｃＳｔの範囲、より
特定には４．５ｃＳｔ～５．５ｃＳｔの範囲である。
【００１６】
　加えて、本液体燃料組成物で用いられる第一の燃料添加剤のＮＯＡＣＫ揮発性は、（Ａ
ＳＴＭ　Ｄ５８００によって２５０℃で測定した場合）１００質量％またはそれ未満、好
ましくは２０質量％またはそれ未満、好ましくは１０質量％またはそれ未満、より好まし
くは６質量％またはそれ未満、さらにより好ましくは５質量％またはそれ未満、特に４質
量％またはそれ未満である。
【００１７】
　本明細書において第一の燃料添加剤として使用するのに適した粘度調整剤としては、ポ
リアルファオレフィン、エステル、アルキルベンゼン、およびアルキルナフテン酸塩が挙
げられる。本明細書において使用するのに適したその他の粘度調整剤としては、必要な動
粘性率およびＮＯＡＣＫ揮発性を有していればどのようなベース潤滑油でもよい。その他
の適切なベース潤滑油は、「Synthetic Lubricants and High Performance Function Flu
ids」、1999、第2版、LR Rudnick編で見出すことができる。粘度調整剤は、単独で用いて
もよいし、または２種またはそれより多くのＶＣＡの混合物として用いてもよい。
【００１８】
　ポリアルファオレフィンベースオイル（ＰＡＯ）およびそれらの製造は当業界公知であ
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る。本発明の燃料組成物で用いることができる好ましいポリアルファオレフィンベースオ
イルは、直鎖Ｃ２～Ｃ３２、好ましくはＣ６～Ｃ１６のアルファオレフィンから誘導する
こともできる。前記ポリアルファオレフィンの特に好ましい供給原料は、１－オクテン、
１－デセン、１－ドデセン、および１－テトラデセンである。ポリアルファオレフィンは
、単一成分のストリームから製造することもできるし、または混合成分のストリームから
製造することもできる。
【００１９】
　本明細書において使用するための適切なポリアルファオレフィンとしては、ＰＡＯ－５
、ＰＡＯ－２、ＰＡＯ－４、ＰＡＯ－６、およびＰＡＯ－８が挙げられ、好ましくはＰＡ
Ｏ－５である。
【００２０】
　本明細書において使用するための市販のポリアルファオレフィンとしては、イネオス（
Ineos）より、デュラシン（Durasyn）１２５、デュラシン１２６、デュラシン１２７、デ
ュラシン１２８、デュラシン１４５、デュラシン１４７、デュラシン１４８、デュラシン
１５６、デュラシン１６２、デュラシン１６４、デュラシン１６５、デュラシン１６６、
デュラシン１６８、デュラシン１７０、およびデュラシン１７４という商品名で入手可能
なもの；エクソン・モービル社（Exxon Mobil Corporation)より、スペクトラシン（Spec
trasyn）４、スペクトラシン５、スペクトラシン６、スペクトラシン８、およびスペクト
ラシン１０という商品名で入手可能なもの；シェブロン社（Chevron Corporation)より、
シンフルイド（Synfluid）ＰＡＯ２、シンフルイドＰＡＯ４、シンフルイドＰＡＯ５、シ
ンフルイドＰＡＯ６、シンフルイドＰＡＯ７、シンフルイドＰＡＯ８、およびシンフルイ
ドＰＡＯ９という商品名で入手可能なもの；ならびにネステ（Neste）より、ネクスベー
ス（Nexbase）２００２、ネクスベース２００４、ネクスベース２００６、およびネクス
ベース２００８という商品名で市販されているものが挙げられる。
【００２１】
　本明細書において使用するためのエステル化合物は、単独で用いてもよいし、または１
種またはそれより多くのエステルの混合物として用いてもよい。好ましくは本明細書にお
いて使用するためのエステル化合物は、２００またはそれより大きい分子量を有するか、
あるいは少なくとも１０個の炭素原子を有するか、あるいはその両方である。
【００２２】
　用いることができるエステルの例は、低級アルキルエステルであり、例えば飽和または
不飽和モノカルボン酸のメチルエステルである。このようなエステルは、例えば、天然の
脂肪や植物または動物由来の油の鹸化およびエステル化により得ることもできるし、ある
いはそれらの低級脂肪族アルコールでのエステル交換により得ることもできる。
【００２３】
　エステルが誘導される適切な酸としては、モノまたはポリカルボン酸、例えば脂肪族、
飽和または不飽和の、直鎖または分岐鎖の、モノおよびジカルボン酸が好ましい。例えば
、上記酸は、一般的に式Ｒ’（ＣＯＯＨ）ｘで示されるものでもよく、式中ｘは整数を示
し、１またはそれより多くであり、例えば１、２、３または４であり、Ｒ’は、２～５０
個の炭素原子を有するヒドロカルビル基を示し、ｘの値に応じて一価または多価であり、
－ＣＯＯＨ基は、１個より多く存在する場合、任意に互いに異なる炭素原子上の置換基で
あってもよい。
【００２４】
　用語「ヒドロカルビル」は、エステルが誘導される酸に関して用いられる場合、炭素お
よび水素を含む基であって、この基が炭素原子を介して残りの分子に連結されている基を
意味する。ヒドロカルビルは、直鎖または分岐鎖であってもよく、この鎖は、Ｏ、Ｓ、Ｎ
またはＰなどの１個またはそれより多くのヘテロ原子が介在していてもよく、飽和してい
ていもよいし、または不飽和でもよく、脂肪族または脂環式または芳香族、例えば複素環
式であってもよく、あるいは置換されていてもよいし、または置換されていなくてもよい
。好ましくは、上記酸がモノカルボン酸である場合、ヒドロカルビル基は、６（例えば１
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２）～３０個の炭素原子を有するアルキル基またはアルケニル基であり、すなわち上記酸
は飽和または不飽和である。アルケニル基は、１つまたはそれより多くの二重結合を有し
ていてもよく、例えば１、２または３つの二重結合を有していてもよい。飽和カルボン酸
の例は、６～２２個の炭素原子を有する飽和カルボン酸であり、例えばカプロン酸、カプ
リル酸、カプリン酸、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、およびベヘン酸であり
、不飽和カルボン酸の例は、１０～２２個の炭素原子を有するものであり、例えばオレイ
ン酸、エライジン酸、パルミトレイン酸、ペトロセリン酸（petroselic）、リシノール酸
、エレオステアリン酸、リノール酸、リノレン酸、エイコサン酸、ガロレイン酸（galole
ic）、エルカ酸、およびヒポガエン酸（hypogeic acid）である。上記酸が例えば２～４
個のカルボキシ基を有するポリカルボン酸である場合、ヒドロカルビル基は、好ましくは
置換または非置換のポリメチレンである。ポリカルボン酸の例としては、アジピン酸、セ
バシン酸、アゼライン酸、フタル酸、フマル酸、および二量体酸、またはアリゾナ・ケミ
カル（Arizona Chemical）からユニダイム（Unidyme）２２として市販されているジリノ
ール酸が挙げられる。
【００２５】
　エステルが誘導されるアルコールは、一価または多価アルコール、例えばトリヒドロキ
シまたはテトラヒドロキシアルコールであってもよい。例えば、このようなアルコールは
、一般的に式Ｒ２（ＯＨ）ｙで示されるものであってもよく、式中、ｙは、整数を示し、
１またはそれより多くであり、Ｒ２は、１個またはそれより多い炭素原子、例えば１０個
以下の炭素原子を有するヒドロカルビル基を示し、ｙの値に応じて一価または多価であり
、－ＯＨ基は、１個より多く存在する場合、任意に互いに異なる炭素原子上の置換基であ
ってもよい。
【００２６】
　用語「ヒドロカルビル」は、アルコールに関して用いられる場合、上記で酸について示
したのと同じ意味を有する。アルコールの場合、ヒドロカルビル基は、好ましくはアルキ
ル基または置換もしくは非置換のポリメチレン基である。一価アルコールの例は、低級ア
ルキルアルコール（ここでアルキル基は、１～８個の炭素原子を有する直鎖または分岐鎖
であってもよい）であり、例えばメチル、エチル、プロピル、ブチル、ペンチル、オクチ
ル、および２－エチルヘキシルアルコールである。
【００２７】
　多価アルコールの例は、分子中に、２～１０、好ましくは２～６、より好ましくは２～
４個のヒドロキシ基を有し、２～９０、好ましくは２～３０、より好ましくは２～１２、
最も好ましくは２～６個の炭素原子を有する脂肪族、飽和または不飽和、直鎖または分岐
鎖のアルコールである。より具体的な例として、多価アルコールは、グリコールもしくは
ジオール、例えばネオペンチルグリコール（ＮＰＧ）、または３価アルコール、例えばグ
リセロールもしくはトリメチロールプロパン（ＴＭＰ）、または４価アルコール、例えば
ペンタエリスリトール（ＰＥ）であってもよい。用いることができる多価アルコールのエ
ステルの例は、全てのヒドロキシ基がエステル化されているエステル、全てのヒドロキシ
基がエステル化されているわけではないエステル、すなわち１個またはそれより多くの遊
離のヒドロキシ基を有する可能性があるエステル、およびそれらの混合物である。好まし
くは全てのヒドロキシ基が、エステル化されている。具体例は、３価アルコールと１種ま
たはそれより多くの上述した飽和または不飽和のカルボン酸とから製造されたエステルで
あり、例えばＴＭＰモノエステル、ＴＭＰジエステル、およびＴＭＰトリエステル、例え
ばＴＭＰモノオレエート、ＴＭＰジオレエート、ＴＭＰトリカプロエート、グリセロール
モノオレエート、グリセロールジオレエート、およびグリセロールトリカプロエートであ
る。このようなアルコールは、２種またはそれより多くの異なる酸でエステル化されてい
てもよい。このような多価エステルは、当業界で説明されているようにしてエステル化す
ることにより製造してもよいし、および／または市販のものであってもよい。
【００２８】
　本明細書において使用するための適切なエステルの例としては、クローダ・ヨーロッパ
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（Croda Europe）から、プリオルーブ（Priolube）１８５８、プリオルーブ３９６７、エ
ムカレート（Emkarate）１２２０、エムカレート９２００、エムカレート１１２０、およ
びエムカレート１０９０、ＢＡＳＦから、パラチノール（Palatinol）９Ｐ、およびケム
チュラ（Chemtura）から、ハトコール（Hatcol）２９４９、アリゾナ・ケミカル（Arizon
a Chemical）から、ユニフレックス（Uniflex）１０２ｅという商品名で市販されている
二量体酸（dimerate）エステル；コグニス（Cognis）（現在はＢＡＳＦ）から、シナティ
ブ（Synative）ＥＳ　ＥＨＯという商品名で市販されているモノエステル、クローダ・ヨ
ーロッパからプリオルーブ１４４５、およびプリオルーブ３９８７という商品名で市販さ
れているペンタエリスリトールエステル；クローダ・ヨーロッパから、エムカレート７９
３０、エムカレート３０３０、エムカレート１０３０、エムカレート８０３０、およびプ
リオルーブ１９４１という商品名で市販されているトリメリテートエステル；クローダ・
ヨーロッパから、プリオルーブ１４２７、プリオルーブ３９７０、およびプリオルーブ３
９８８、コグニス社（Cognis GmbH）から、シナティブＥＳ　ＴＭ　Ｐ０５、ならびにオ
レオン（Oleon）から、ラディアルブ（Radialube）７３６４、ラディアルブ７３６５、お
よびラディアルブ３９８８という商品名で市販されているトリメチロールプロパンエステ
ル；ならびにクローダ・ヨーロッパから、プリオルーブ１４２６、プリオルーブ１９７３
、オレオン（Oleon）ｎｖから、ラディアルブ７３０４、ならびにエクソン・モービル社
（Exxon Mobil Corporation）から、エステレックス（Esterex）ＮＰ３４３、エステレッ
クスＮＰ３７２、エステレックスＮＰ４５１、エステレックスＮＰ６７１、およびエステ
レックスＮＰ３９６という商品名で市販されているポリオールエステルが挙げられる。
【００２９】
　本明細書において使用するための好ましいエステル化合物としては、ネオペンチルグリ
コール（ＮＰＧ）、トリメチロールプロパン、またはペンタエリスリトールのエステルが
挙げられる。本明細書において使用するための特に好ましいエステル化合物は、クローダ
・ヨーロッパ社（Croda Europe Limited）からプリオルーブ３９７０という商品名で市販
されているトリメチロールプロパンのＣ７～Ｃ９エステルである。本明細書において使用
するためのその他の特に好ましいエステル化合物は、コグニス（現在はＢＡＳＦ）からシ
ナティブＥＳ３８２４、またはニコ（Nyco）からニコベース（Nycobase）８２１０という
商品名で市販されているネオペンチルグリコールのココエート／Ｃ８～Ｃ１０エステルで
ある。
【００３０】
　本明細書において使用するためのその他の特に好ましいエステルは、ジエステルのジイ
ソデシルアゼレート、例えばクローダから市販されているプリオルーブ１８５８である。
【００３１】
　本明細書において使用するためのその他の特に好ましいエステルは、コグニス（現在は
ＢＡＳＦ）からシナティブＥＳ　ＥＨＯという商品名で市販されているモノエステルの２
－エチルヘキシルオレエートである。
【００３２】
　アルキルナフテン酸塩およびその製造は、当業界でよく知られている。適切なアルキル
で置換されたナフタレンとしては、アルファ－メチルナフタレン、ジメチルナフタレン、
およびエチルナフタレンが挙げられる。本明細書において使用するための適切なアルキル
ナフテン酸塩およびその製造方法としては、これらに限定されないが、ＵＳ２００４／０
０１８９４４、ＷＯ０２／０４５７８、ＵＳ５，５０２，０８６、およびＥＰ－Ａ－０，
４９６，４８６で開示されているものが挙げられる。市販のアルキルナフテン酸塩の例と
しては、エクソン・モービル社から、シネスティック（Synesstic）５、およびシネステ
ィック１２という商品名で市販されているもの、ならびにキング・インダストリーズ社（
King Industries, Inc.）から、ＮＡ－ＬＵＢＥ　ＫＲ００８、およびＮＡ－ＬＵＢＥ　
ＫＲ０１９という商品名で市販されているものが挙げられる。
【００３３】
　アルキルベンゼンおよびその製造は、当業界でよく知られている。本明細書において使
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用するための適切なアルキルベンゼンとしては、これらに限定されないが、ＷＯ０２／０
４５７８、ＵＳ５，５０２，０８６、およびＥＰ－Ａ－０，４９６，４８６で開示されて
いるものが挙げられる。
【００３４】
　好ましくは、２７ｃＳｔ未満の粘度と、１００質量％またはそれ未満、好ましくは２０
質量％またはそれ未満のＮＯＡＣＫ揮発性とを有する本発明の液体燃料組成物中に存在す
る第一の燃料添加剤の量は、液体燃料組成物の全質量に基づいて少なくとも５ｐｐｍｗ（
質量百万分率）である。より好ましくは、本発明の液体燃料組成物中に存在する第一の燃
料添加剤の量はさらに、以下に列挙されるパラメーター（ｉ）～（ｘｘ）の１つまたはそ
れより多くに従う：
（ｉ）少なくとも１０ｐｐｍｗ
（ｉｉ）少なくとも２０ｐｐｍｗ
（ｉｉｉ）少なくとも３０ｐｐｍｗ
（ｉｖ）少なくとも４０ｐｐｍｗ
（ｖ）少なくとも５０ｐｐｍｗ
（ｖｉ）少なくとも１００ｐｐｍｗ
（ｖｉｉ）少なくとも２００ｐｐｍｗ
（ｖｉｉｉ）少なくとも３００ｐｐｍｗ
（ｉｘ）少なくとも４００ｐｐｍｗ
（ｘ）少なくとも５００ｐｐｍｗ
（ｘｉ）少なくとも６００ｐｐｍｗ
（ｘｉｉ）少なくとも７００ｐｐｍｗ
（ｘｉｉｉ）少なくとも８００ｐｐｍｗ
（ｘｉｖ）少なくとも９００ｐｐｍｗ
（ｘｖ）少なくとも１０００ｐｐｍｗ
（ｘｖｉ）少なくとも２５００ｐｐｍｗ
（ｘｖｉｉ）最大で５０００ｐｐｍｗ
（ｘｖｉｉｉ）最大で１００００ｐｐｍｗ
（ｘｉｘ）最大で２質量％。
（ｘｘ）最大で５質量％。
【００３５】
　注目すべきことに、ベース燃料は、アルキルベンゼンまたはアルキルナフテン酸塩など
の燃料添加剤を少量で予め含んでいてもよく、その量は、このようなベース燃料中に予め
存在する可能性がある燃料添加剤のわずかな量に加えて、少なくとも１０ｐｐｍｗ、およ
び上記の（ｉ）～（ｘｘ）で列挙された量のいずれかである。
【００３６】
　本発明の液体燃料組成物は、必須の構成要素として、１種またはそれより多くの摩擦調
節剤から選択される第二の燃料添加剤をさらに含む。
【００３７】
　好ましくは、本発明の液体燃料組成物中の第二の燃料添加剤の量は、液体燃料組成物の
全質量に基づいて少なくとも１０ｐｐｍｗ（質量百万分率）である。より好ましくは、本
発明の液体燃料組成物中に存在する第二の燃料添加剤の量はさらに、以下に列挙されるパ
ラメーター（ｉ）～（ｘｖｉ）の１つまたはそれより多くに従う：
（ｉ）少なくとも２５ｐｐｍｗ
（ｉｉ）少なくとも５０ｐｐｍｗ
（ｉｉｉ）少なくとも７５ｐｐｍｗ
（ｉｖ）少なくとも１００ｐｐｍｗ
（ｖ）少なくとも１５０ｐｐｍｗ
（ｖｉ）少なくとも２００ｐｐｍｗ
（ｖｉｉ）少なくとも３００ｐｐｍｗ
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（ｖｉｉｉ）少なくとも４００ｐｐｍｗ
（ｉｘ）少なくとも５００ｐｐｍｗ
（ｘ）少なくとも７５０ｐｐｍｗ
（ｘｉ）少なくとも１０００ｐｐｍｗ
（ｘｉｉ）少なくとも２５００ｐｐｍｗ
（ｘｉｉｉ）最大で５０００ｐｐｍｗ
（ｘｉｖ）最大で１００００ｐｐｍｗ
（ｘｖ）最大で２質量％
（ｘｖｉ）最大で５質量％。
【００３８】
　本明細書において使用するための適切な摩擦調節剤としては、アルコキシアミン（例え
ば、ジエタノールアミン（ＤＥＡ）、アミノエチルエタノールアミン（ＡＥＥＡ））のエ
ステルまたは窒素誘導体；ポリ（ヒドロキシカルボキシル）酸アミド塩誘導体；末端酸基
を有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）誘導体、例えばポリ－１２－ヒドロキシステアリ
ン酸；ポリ（ヒドロキシカルボン酸）誘導体、例えばポリ－１２－ヒドロキシステアリン
酸エステル；ポリエーテルアミン；ヒドロキシポリカルボン酸（例えば、酒石酸、クエン
酸）のエステルまたは窒素誘導体；アルキルコハク酸エステル、例えばドデセニルコハク
酸エステル、ポリイソブテニルコハク酸エステル；カルボン酸の窒素誘導体、例えばアミ
ン塩；カルボン酸のエステル（例えば、グリセロールエステル、グリセロールモノオレイ
ン酸エステル、例えばクローダ・ケミカルズ（Croda Chemicals）のプリオルーブ１４０
７）；アルコキシル化アルコール、例えばエトキシ化アルコール、プロポキシ化アルコー
ル、ブトキシ化アルコール、例えばシェル・ケミカルズ（Shell Chemicals）からネオド
ール（NEODOL）という商品名で市販されているもの；アルコキシル化アミン、例えばエト
キシ化アミン、プロポキシ化アミン、ブトキシ化アミン、例えばアクゾ－ノーベル（AKZO
-NOBEL）からエトミーン（Ethomeen）およびプロポミーン（Propomeen）という商品名で
市販されているもの；アルコキシル化アミドまたはエステル、例えばアルキルＤＥＡもし
くはアルキルＡＥＥＡのプロポキシ化エステルおよび／またはアミドが挙げられる。
【００３９】
　本明細書において使用するための好ましい摩擦調節剤は、ポリ（ヒドロキシカルボキシ
ル）酸アミド塩誘導体、末端酸基を有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）誘導体、ポリ（
ヒドロキシカルボン酸）誘導体、およびポリエーテルアミンから選択される超分散剤（hy
perdispersant）；アルコキシアミン、アルコキシル化アミドまたはエステルの窒素誘導
体；およびアルコキシル化アミンである。
【００４０】
　本明細書において使用するための適切な摩擦調節剤の例は、以下の特許公報で見出すこ
とができる：ＵＳ－Ａ－７４３５２７２、ＵＳ－Ａ－６８６６６９０、ＷＯ２００２／０
７９３５３、ＷＯ２０１０／０５９２１、ＷＯ２００９／５０２５６、ＷＯ２０１０／０
５７２０、ＷＯ２００２／７９３５３、ＷＯ２０１０／１３９９９４、ＷＯ９７／４５５
０７、ＷＯ２００２／０２７２０、ＷＯ２０１０／０１２７５６、ＷＯ２０１０／０１２
７６３、ならびにＰＣＴ出願ＰＣＴ／ＥＰ２０１０／０７０７６２、およびＰＣＴ／ＥＰ
２０１０／０７０７６２。
【００４１】
　本明細書において使用するための超分散剤の適切なタイプとしては、ＷＯ２０１０／０
１２７５６、ＷＯ２０１０／０１２７６３、ＰＣＴ出願番号ＰＣＴ／ＥＰ２０１０／０７
０７２３、およびＰＣＴ／ＥＰ２０１０／０７０７６２で開示されているものが挙げらる
。
【００４２】
　本明細書において使用するための超分散剤の好ましいタイプは、式（ＩＩＩ）：
　［Ｙ－ＣＯ［Ｏ－Ａ－ＣＯ］ｎ－Ｚｒ－Ｒ＋］ｍｐＸｑ－　　　（ＩＩＩ）
で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド塩誘導体であり、式中Ｙは、水素か、ま
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たは任意に置換されたヒドロカルビル基であり、Ａは、２価の任意に置換されたヒドロカ
ルビル基であり、ｎは、１～１００であり、ｍは、１～４であり、ｑは、１～４であり、
ｐは、ｐｑ＝ｍになるような整数であり、Ｚは、任意に置換された２価の架橋基であり、
該架橋基は、窒素原子を介してカルボニル基と結合しており、ｒは、０または１であり、
Ｒ＋は、アンモニウム基であり、Ｘｑ－は、アニオンである。
【００４３】
　Ｒ＋は、第一、第二、第三または第四アンモニウム基であってもよい。Ｒ＋は、好まし
くは第四アンモニウム基である。
【００４４】
　式（ＩＩＩ）において、Ａは、好ましくは２価の直鎖または分岐鎖のヒドロカルビル基
であり、これは、以下の式（Ｉ）、および（ＩＩ）について説明されたのと同様である。
【００４５】
　すなわち、式（ＩＩＩ）において、Ａは、好ましくは任意に置換された芳香族、脂肪族
または脂環式の、直鎖または分岐鎖の２価ヒドロカルビル基である。より好ましくは、Ａ
は、アリーレン、アルキレンまたはアルケニレン基であり、具体的には４～２５個の範囲
の炭素原子、より好ましくは６～２５個の範囲の炭素原子、より好ましくは８～２４個の
範囲の炭素原子、より好ましくは１０～２２個の範囲の炭素原子、最も好ましくは１２～
２０個の範囲の炭素原子を含むアリーレン、アルキレンまたはアルケニレン基である。
【００４６】
　好ましくは、前記式（ＩＩＩ）で示される化合物において、カルボニル基とヒドロキシ
ル基から誘導された酸素原子とを直接連結する少なくとも４個の炭素原子、より好ましく
は少なくとも６個の炭素原子、さらにより好ましくは８～１４個の範囲の炭素原子が存在
する。
【００４７】
　式（ＩＩＩ）で示される化合物において、基Ａにおける任意の置換基は、好ましくは、
ヒドロキシ、ハロまたはアルコキシ基、特にＣ１～４アルコキシ基から選択される。
【００４８】
　式（ＩＩＩ）（および式（Ｉ））において、ｎは、１～１００の範囲内である。ｎの範
囲の下限は、好ましくは１、より好ましくは２、さらにより好ましくは３であり；ｎの範
囲の上限は、好ましくは１００、より好ましくは６０、より好ましくは４０、より好まし
くは２０、さらにより好ましくは１０である（すなわちｎは、以下の範囲：１～１００；
２～１００；３～１００；１～６０；２～６０；３～６０；１～４０；２～４０；３～４
０；１～２０；２～２０；３～２０；１～１０；２～１０；および３～１０のいずれかか
ら選択されてもよい）。
【００４９】
　式（ＩＩＩ）において、Ｙは、好ましくは、任意に置換されたヒドロカルビル基であり
、これは、以下で式（Ｉ）に関して説明されるのと同様である。
【００５０】
　すなわち、式（ＩＩＩ）における任意に置換されたヒドロカルビル基Ｙは、好ましくは
最大５０個の炭素原子、より好ましくは７～２５個の範囲の炭素原子を含むアリール、ア
ルキルまたはアルケニルである。例えば、任意に置換されたヒドロカルビル基Ｙは、ヘプ
チル、オクチル、ウンデシル、ラウリル、ヘプタデシル、ヘプタデニル、ヘプタデカジエ
ニル、ステアリル、オレイル、およびリノレイルから都合よく選択することができる。
【００５１】
　本明細書に記載の式（ＩＩＩ）で示される前記任意に置換されたヒドロカルビル基Ｙの
その他の例としては、Ｃ４～８シクロアルキル、例えばシクロヘキシル；ポリシクロアル
キル、例えばアビエチン酸などの天然に存在する酸から誘導される多環式テルペニル基；
アリール、例えばフェニル；アラルキル、例えばベンジル；およびポリアリール、例えば
ナフチル、ビフェニル、スチベニル、およびフェニルメチルフェニルが挙げられる。
【００５２】
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　本発明において、式（ＩＩＩ）における任意に置換されたヒドロカルビル基Ｙは、１種
またはそれより多くの官能基を含んでいてもよく、このような官能基としては、例えば、
カルボニル、カルボキシル、ニトロ、ヒドロキシ、ハロ、アルコキシ、アミノ、好ましく
は第三アミノ（Ｎ－Ｈ結合なし）、オキシ、シアノ、スルホニル、およびスルホキシルが
挙げられる。置換されたヒドロカルビル基中の水素以外の原子のほとんどは、一般的には
炭素であり、ヘテロ原子（例えば酸素、窒素、および硫黄）は、一般的にほんのわずかし
か存在せず、存在する全ての水素以外の原子の約３３％またはそれ未満である。
【００５３】
　当業者であれば当然のことながら、置換されたヒドロカルビル基Ｙ中のヒドロキシ、ハ
ロ、アルコキシ、ニトロ、およびシアノなどの官能基は、ヒドロカルビルの水素原子の１
つと置換され、一方で置換されたヒドロカルビル基中のカルボニル、カルボキシル、第三
アミノ（－Ｎ－）、オキシ、スルホニル、およびスルホキシルなどの官能基は、ヒドロカ
ルビルの－ＣＨ－または－ＣＨ２－部分と置換されると予想される。
【００５４】
　より好ましくは、式（ＩＩＩ）におけるヒドロカルビル基Ｙは、非置換であるか、ある
いはヒドロキシ、ハロまたはアルコキシ基、さらにより好ましくはＣ１～４アルコキシか
ら選択される基で置換される。
【００５５】
　最も好ましくは、式（ＩＩＩ）における任意に置換されたヒドロカルビル基Ｙは、ステ
アリル基、１２－ヒドロキシステアリル基、オレイル基または１２－ヒドロキシオレイル
基、およびトール油脂肪酸などの天然に存在する油から誘導されたものである。
【００５６】
　式（ＩＩＩ）において、Ｚは、任意に置換された２価の架橋基であり、好ましくは式－
Ｘｚ－Ｂ－Ｙｚ

ｑ－で示され、式中Ｘｚは、酸素、硫黄または式－ＮＲ１－で示される基
から選択され、ここでＲ１は、以下で説明されている通りであり、Ｂは、以下で説明され
ている通りであり、Ｙｚは、酸素または式－ＮＲ１－で示される基から選択され、式中Ｒ
１は、以下で説明されている通りであり、ｑは、０または１である。ｑが１であり、Ｘｚ

とＹｚとがいずれも式－ＮＲ１－で示される基である場合、２つのＲ１基は、２つの窒素
原子を連結する１つのヒドロカルビル基を形成してもよい。
【００５７】
　式（ＩＩＩ）において、Ｚは、好ましくは、式（ＩＶ）
【００５８】
【化１】

【００５９】
で示される任意に置換された２価の架橋基であり、式中Ｒ１は、水素またはヒドロカルビ
ル基であり、Ｂは、任意に置換されたアルキレン基である。
【００６０】
　Ｒ１で示される可能性があるヒドロカルビル基の例としては、メチル、エチル、ｎ－プ
ロピル、ｎ－ブチル、およびオクタデシルが挙げられる。
【００６１】
　Ｂで示される可能性がある任意に置換されたアルキレン基の例としては、エチレン、ト
リメチレン、テトラメチレン、およびヘキサメチレンが挙げられる。
【００６２】
　式（ＩＩＩ）における好ましいＺ部分の例としては、－ＮＨＣＨ２ＣＨ２－、－ＮＨＣ
Ｈ２Ｃ（ＣＨ３）２ＣＨ２－、および－ＮＨ（ＣＨ２）３－が挙げられる。
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【００６３】
　式（ＩＩＩ）において、ｒは、好ましくは１であり、すなわち式（ＩＩＩ）で示される
ポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド塩誘導体は、任意に置換された２価の架橋基Ｚを含
んでいなければならない。
【００６４】
　好ましくは、Ｒ＋は、式（Ｖ）
【００６５】
【化２】

【００６６】
で示されるものであってもよく、式中Ｒ２、Ｒ３、およびＲ４は、水素、およびアルキル
基、例えばメチルから選択されてもよい。
【００６７】
　式（ＩＩＩ）で示される化合物のアニオンＸｑ－は重要ではなく、ポリ（ヒドロキシカ
ルボン酸）アミドカチオンの正電荷との釣り合いをとるのに適したあらゆるアニオン（ま
たはアニオンの混合物）であってもよい。
【００６８】
　式（ＩＩＩ）で示される化合物のアニオンＸｑ－は、都合のよい形態としては、硫黄を
含むアニオンであってもよく、例えば硫酸塩およびスルホン酸塩アニオンから選択される
アニオンである。
【００６９】
　しかしながら、ガソリンおよびディーゼル燃料中では低い硫黄含量を維持することが望
ましいため、液状ベース燃料中の、および／または１種またはそれより多くのポリ（ヒド
ロキシカルボン酸）アミド塩誘導体を含む本液体燃料組成物中の望ましい硫黄濃度中の硫
黄濃度に応じて、式（ＩＩＩ）で示される化合物において硫黄非含有のアニオンを使用す
ることが望ましい場合がある。
【００７０】
　それゆえに、式（ＩＩＩ）で示される化合物のアニオンＸｑ－はまた、ポリ（ヒドロキ
シカルボン酸）アミドカチオンの正電荷との釣り合いをとるのに適したあらゆる硫黄非含
有のアニオン（またはアニオンの混合物）であってもよく、例えば硫黄非含有の有機アニ
オン、または硫黄非含有の無機アニオンである。
【００７１】
　適切なアニオンの非限定的な例は、ＯＨ－、ＣＨ－、ＮＨ３

－、ＨＣＯ３
－、ＨＣＯＯ

－、ＣＨ３ＣＯＯ－、Ｈ－、ＢＯ３
３－、ＣＯ３

２－、Ｃ２Ｈ３Ｏ２
－、ＨＣＯ２－、Ｃ

２Ｏ４
２－、ＨＣ２Ｏ４

－、ＮＯ３
－、ＮＯ２

－、Ｎ３－、ＮＨ２
－、Ｏ２－、Ｏ２

２－

、ＢｅＦ３
－、Ｆ－、Ｎａ－、［Ａｌ（Ｈ２Ｏ）２（ＯＨ）４］－、ＳｉＯ３

２－、Ｓｉ
Ｆ６

２－、Ｈ２ＰＯ４
－、Ｐ３

－、ＰＯ４
３－、ＨＰＯ４

２－、Ｃｌ－、ＣｌＯ３
－、Ｃ

ｌＯ４
－、ＣｌＯ－、ＫＯ－、ＳｂＯＨ６

－、ＳｎＣｌ６
２－、［ＳｎＴｅ４］４－、Ｃ

ｒＯ４
２－、Ｃｒ２Ｏ７

２－、ＭｎＯ４
－、ＮｉＣｌ６

２－、［Ｃｕ（ＣＯ３）２（ＯＨ
）２］４－、ＡｓＯ４

３－、Ｂｒ－、ＢｒＯ３
－、ＩＯ３

－、Ｉ－、ＣＮ－、ＯＣＮ－な
どである。
【００７２】
　適切なアニオンとしてはさらに、カルボン酸基を含む化合物から誘導されたアニオン（
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例えば、カルボン酸塩アニオン）、ヒドロキシル基を含む化合物から誘導されたアニオン
（例えば、アルコキシド、フェノキシドまたはエノラートアニオン）、窒素ベースのアニ
オン、例えば硝酸塩および亜硝酸塩、リンベースのアニオン、例えばリン酸塩およびホス
ホン酸塩、またはそれらの混合物も挙げられる。
【００７３】
　カルボン酸基を含む化合物から誘導された適切なアニオンの非限定的な例としては、酢
酸塩、オレイン酸塩、サリチル酸塩アニオン、およびそれらの混合物が挙げられる。
【００７４】
　ヒドロキシル基を含む化合物から誘導された適切なアニオンの非限定的な例としては、
フェネートアニオン、およびそれらの混合物が挙げられる。
【００７５】
　本発明の好ましい実施態様において、アニオンＸｑ－は、ＯＨ、フェネート基、サリチ
レート基、オレエート基、およびアセテート基からなる群より選択される硫黄非含有のア
ニオンであり、より好ましくはアニオンＸｑ－は、ＯＨである。
【００７６】
　１種またはそれより多くのポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド塩誘導体は、アミンお
よび式（Ｉ）
　Ｙ－ＣＯ［Ｏ－Ａ－ＣＯ］ｎ－ＯＨ　　　（Ｉ）
（式中Ｙは、水素または任意に置換されたヒドロカルビル基であり、Ａは、２価の任意に
置換されたヒドロカルビル基であり、ｎは、１～１００である）で示されるポリ（ヒドロ
キシカルボン酸）と、酸または四級化剤との反応により得てもよい。
【００７７】
　本明細書で式（Ｉ）、（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、（ＩＶ）、（Ｖ）、（ＶＩ）、および（
ＶＩＩ）に関して用いられる場合、用語「ヒドロカルビル」は、１個またはそれより多く
の水素原子を炭化水素の炭素原子（より多くの水素原子が除去される場合、必ずしも同じ
炭素原子でなくてもよい）から除去することによって形成されたラジカルを示す。
【００７８】
　ヒドロカルビル基は、芳香族基、脂肪族基、非環式基または環式基であってもよい。好
ましくは、ヒドロカルビル基は、アリール、シクロアルキル、アルキルまたはアルケニル
であり、その場合、これらは直鎖基であってもよいし、または分岐鎖基であってもよい。
【００７９】
　代表的なヒドロカルビル基としては、フェニル、ナフチル、メチル、エチル、ブチル、
ペンチル、メチルペンチル、ヘキセニル、ジメチルヘキシル、オクテニル、シクロオクテ
ニル、メチルシクロオクテニル、ジメチルシクロオクチル、エチルヘキシル、オクチル、
イソオクチル、ドデシル、ヘキサデセニル、エイコシル、ヘキサコシル、トリアコンチル
、およびフェニルエチルが挙げられる。
【００８０】
　本発明において、成句「任意に置換されたヒドロカルビル」は、任意に１つまたはそれ
より多くの「不活性な」ヘテロ原子を含む官能基を含むヒドロカルビル基を説明するもの
として用いられる。「不活性な」は、官能基が、いかなる実質的な程度にも化合物の機能
に干渉しないことを意味する。
【００８１】
　本明細書に記載された式（Ｉ）における任意に置換されたヒドロカルビル基Ｙは、好ま
しくは最大５０個の炭素原子、より好ましくは７～２５個の範囲の炭素原子を含むアリー
ル、アルキルまたはアルケニルである。例えば、任意に置換されたヒドロカルビル基Ｙは
、ヘプチル、オクチル、ウンデシル、ラウリル、ヘプタデシル、ヘプタデニル、ヘプタデ
カジエニル、ステアリル、オレイル、およびリノレイルから都合よく選択することができ
る。
【００８２】
　本明細書における式（Ｉ）中の前記任意に置換されたヒドロカルビル基Ｙのその他の例
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としては、Ｃ４～８シクロアルキル、例えばシクロヘキシル；ポリシクロアルキル、例え
ばアビエチン酸などの天然に存在する酸から誘導される多環式テルペニル基；アリール、
例えばフェニル；アラルキル、例えばベンジル；ならびにポリアリール、例えばナフチル
、ビフェニル、スチベニル、およびフェニルメチルフェニルが挙げられる。
【００８３】
　本発明において、任意に置換されたヒドロカルビル基Ｙは、１種またはそれより多くの
官能基を含んでいてもよく、このような官能基としては、例えば、カルボニル、カルボキ
シル、ニトロ、ヒドロキシ、ハロ、アルコキシ、第三アミノ（Ｎ－Ｈ結合なし）、オキシ
、シアノ、スルホニル、およびスルホキシルが挙げられる。置換されたヒドロカルビル基
中の水素以外の原子のほとんどは、一般的には、炭素であり、ヘテロ原子（例えば酸素、
窒素および硫黄）は、一般的にほんのわずかしか存在せず、存在する全ての水素以外の原
子の約３３％またはそれ未満である。
【００８４】
　当業者であれば当然のことながら、置換されたヒドロカルビル基Ｙ中のヒドロキシ、ハ
ロ、アルコキシ、ニトロ、およびシアノなどの官能基は、ヒドロカルビルの水素原子の１
つを置き換え、一方で置換されたヒドロカルビル基中のカルボニル、カルボキシル、第三
アミノ（－Ｎ－）、オキシ、スルホニル、およびスルホキシルなどの官能基は、ヒドロカ
ルビルの－ＣＨ－または－ＣＨ２－部分を置き換えると予想される。
【００８５】
　式（Ｉ）中のヒドロカルビル基Ｙは、より好ましくは、非置換でもよいし、あるいはヒ
ドロキシ、ハロまたはアルコキシ基、さらにより好ましくはＣ１～４アルコキシから選択
される基で置換されていてもよい。
【００８６】
　最も好ましくは、式（Ｉ）における任意に置換されたヒドロカルビル基Ｙは、ステアリ
ル基、１２－ヒドロキシステアリル基、オレイル基、１２－ヒドロキシオレイル基、また
はトール油脂肪酸などの天然に存在する油から誘導された基である。
【００８７】
　本発明の一実施態様において、式（ＩＩＩ）で示される１種またはそれより多くのポリ
（ヒドロキシカルボン酸）アミド塩誘導体の少なくとも１つ、または全てが、硫黄を含む
ポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド塩誘導体である。
【００８８】
　このような実施態様において、前記１種またはそれより多くのポリ（ヒドロキシカルボ
ン酸）アミド塩誘導体は、ＩＣＰ－ＡＥＳによって測定した場合、前記ポリ（ヒドロキシ
カルボン酸）アミド塩誘導体の総質量に基づいて、好ましくは、最大で２．５質量％の硫
黄含量、例えば０．１～２．０質量％の範囲の硫黄含量、都合のよい形態としては０．６
～１．２質量％の範囲の硫黄を有する。
【００８９】
　本発明のその他の実施態様において、１種またはそれより多くのポリ（ヒドロキシカル
ボン酸）アミド塩誘導体は、硫黄非含有のポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド塩誘導体
である。
【００９０】
　ポリ（ヒドロキシカルボン酸）およびそのアミドまたはその他の誘導体の製造は公知で
あり、例えば、ＥＰ０１６４８１７、ＷＯ９５／１７４７３、ＷＯ９６／０７６８９、Ｕ
Ｓ５５３６４４５、ＧＢ２００１０８３、ＧＢ１３４２７４６、ＧＢ１３７３６６０、Ｕ
Ｓ５０００７９２、およびＵＳ４３４９３８９で説明されている。
【００９１】
　式（Ｉ）で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）は、よく知られている方法に従って
、任意に触媒の存在下で、１種またはそれより多くの式（ＩＩ）
　ＨＯ－Ａ－ＣＯＯＨ　　　（ＩＩ）
（式中Ａは、２価の任意に置換されたヒドロカルビル基である）で示されるヒドロキシカ
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ルボン酸のエステル交換によって製造してもよい。このような方法は、例えば、ＵＳ３９
９６０５９、ＧＢ１３７３６６０、およびＧＢ１３４２７４６で説明されている。
【００９２】
　前記エステル交換における連鎖停止剤は、非ヒドロキシカルボン酸であってもよい。
【００９３】
　ヒドロキシカルボン酸中のヒドロキシル基、およびヒドロキシカルボン酸または非ヒド
ロキシカルボン酸中のカルボン酸基は、第一級、第二級または第三級の性質を有していて
もよい。
【００９４】
　ヒドロキシカルボン酸および非ヒドロキシカルボン酸連鎖停止剤のエステル交換は、任
意にトルエンまたはキシレンなどの適切な炭化水素溶媒中で出発原料を加熱し、形成され
た水を共沸除去することによって行ってもよい。この反応は、最大約２５０℃の温度で行
ってもよく、都合のよい形態としては溶媒の還流温度で行ってもよい。
【００９５】
　ヒドロキシカルボン酸中のヒドロキシル基が第二級または第三級である場合、用いられ
る温度は、酸分子の脱水が起こるほど高くすべきではない。
【００９６】
　所定温度における反応速度を上げるか、または所定の反応速度に必要な温度を下げるか
のいずれかの目的で、ｐ－トルエンスルホン酸、酢酸亜鉛、ナフテン酸ジルコニウムまた
はチタン酸テトラブチルなどのエステル交換のための触媒が含まれていてもよい。
【００９７】
　式（Ｉ）および（ＩＩ）で示される化合物において、Ａは、好ましくは、任意に置換さ
れた芳香族、脂肪族または脂環式の直鎖または分岐鎖の、２価のヒドロカルビル基である
。好ましくは、Ａは、アリーレン、アルキレンまたはアルケニレン基であり、具体的には
４～２５個の範囲の炭素原子、より好ましくは６～２５個の範囲の炭素原子、より好まし
くは８～２４個の範囲の炭素原子、より好ましくは１０～２２個の範囲の炭素原子、最も
好ましくは１２～２０個の範囲の炭素原子を含むアリーレン、アルキレンまたはアルケニ
レン基である。
【００９８】
　好ましくは、前記式（Ｉ）および（ＩＩ）で示される化合物において、カルボニル基と
ヒドロキシル基から誘導された酸素原子とを直接連結する少なくとも４個の炭素原子、よ
り好ましくは少なくとも６個の炭素原子、さらにより好ましくは８～１４個の範囲の炭素
原子が存在する。
【００９９】
　式（Ｉ）および（ＩＩ）で示される化合物において、基Ａ中の任意の置換基は、好まし
くは、ヒドロキシ、ハロまたはアルコキシ基、より好ましくはＣ１～４アルコキシ基から
選択される。
【０１００】
　式（ＩＩ）で示されるヒドロキシカルボン酸中のヒドロキシル基は、好ましくは、第二
級ヒドロキシル基である。
【０１０１】
　適切なヒドロキシカルボン酸の例は、９－ヒドロキシステアリン酸、１０－ヒドロキシ
ステアリン酸、１２－ヒドロキシステアリン酸、１２－ヒドロキシ－９－オレイン酸（リ
シノール酸）、６－ヒドロキシカプロン酸、好ましくは１２－ヒドロキシステアリン酸で
ある。市販の１２－ヒドロキシステアリン酸（硬化ヒマシ油脂肪酸）は通常、不純物とし
てステアリン酸およびその他の非ヒドロキシカルボン酸を最大で１５質量％含有し、便利
なことにさらなる混合を行うことなく使用して、分子量約１０００～２０００のポリマー
を生産することができる。
【０１０２】
　反応に非ヒドロキシカルボン酸を別々に導入する場合、所定の分子量を有するポリマー
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またはオリゴマーを生産するために必要な比率は、当業者により簡単な実験を行うか、あ
るいは計算するかのいずれかによって決定することができる。
【０１０３】
　式（Ｉ）および（ＩＩ）で示される化合物中の基（－Ｏ－Ａ－ＣＯ－）は、好ましくは
、１２－オキシステアリル基、１２－オキシオレイル基または６－オキシカプロイル基で
ある。
【０１０４】
　アミンとの反応のための好ましい式（Ｉ）で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）と
しては、ポリ（ヒドロキシステアリン酸）、およびポリ（ヒドロキシオレイン酸）が挙げ
られる。
【０１０５】
　式（Ｉ）で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）と反応してポリ（ヒドロキシカルボ
ン酸）アミド中間体を形成するアミンには、ＷＯ９７／４１０９２で定義されたものが含
まれていてもよい。
【０１０６】
　例えば、様々なアミンおよびその製造は、ＵＳ３２７５５５４、ＵＳ３４３８７５７号
、ＵＳ３４５４５５５、ＵＳ３５６５８０４、ＵＳ３７５５４３３、およびＵＳ３８２２
２０９で説明されている。
【０１０７】
　アミン反応物は、好ましくは、ジアミン、トリアミンまたはポリアミンである。
【０１０８】
　好ましいアミン反応物は、エチレンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－１，３－プロパンジ
アミン、トリアミンから選択されるジアミン、ならびにジエチレントリアミン、トリエチ
レンテトラミン、テトラエチレンペンタミン、ペンタエチレンヘキサミン、およびトリス
（２－アミノエチル）アミンから選択されるポリアミンである。
【０１０９】
　アミン反応物と式（Ｉ）で示される（ポリ（ヒドロキシカルボン酸）とのアミド化は、
当業者によく知られた方法に従って、任意にトルエンまたはキシレンなどの適切な炭化水
素溶媒中でポリ（ヒドロキシカルボン酸）をアミン反応物と共に加熱し、形成された水を
共沸除去することによって行ってもよい。前記反応は、ｐ－トルエンスルホン酸、酢酸亜
鉛、ナフテン酸ジルコニウムまたはチタン酸テトラブチルなどの触媒の存在下で行っても
よい。
【０１１０】
　様々な特許文献で、ポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド誘導体が開示されている。
【０１１１】
　例えば、ＧＢ１３７３６６０は、有機液体中に顔料を分散する際の分散剤として使用す
るための、３－ジメチルアミノプロピルアミンおよびエチレンジアミンなどのアミンを有
するポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド誘導体を開示している。
【０１１２】
　ＧＢ２００１０８３は、類似の用途のための５００より大きい分子量（ＭＷ）を有する
ポリ（エチレンイミン）（ＰＥＩ）を有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド誘導体
を開示している。
【０１１３】
　ＵＳ５０００７９２では、顔料分散剤として使用するための、式ＮＨ２－Ｒ’－Ｎ（Ｒ
”）－Ｒ”’－ＮＨ２で示されるアミンを有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド誘
導体が開示されている。
【０１１４】
　ＷＯ９５／１７４７３は、銅フタロシアニンの非水性分散液の製造方法で使用するため
の、５００より大きい分子量（ＭＷ）を有する３－ジメチルアミノプロピルアミン、エチ
レンジアミン、ポリ（エチレンイミン）（ＰＥＩ）などのアミン、および式ＮＨ２Ｒ’－
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Ｎ（Ｒ”）－Ｒ”’－ＮＨ２で示されるアミンを有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）ア
ミド誘導体を開示している。
【０１１５】
　ＵＳ４３４９３８９は、分散性無機顔料組成物の製造における分散剤としての、５００
より大きい分子量（ＭＷ）を有する３－ジメチル－アミノプロピルアミン、ポリ（エチレ
ンイミン）（ＰＥＩ）などのアミンを有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド誘導体
を開示している。
【０１１６】
　ＥＰ０１６４８１７は、有機性の液体および油／水エマルジョン中での固体の分散を安
定化するのに適した界面活性剤として使用するための、ポリアミン（エチレンジアミン、
ジエチレントリアミンなど）、アミノアルコール（ジエタノールアミンなど）を有するポ
リ（ヒドロキシカルボン酸）アミド誘導体、ならびにポリオール（グリセロールなど）を
有するエステル誘導体を開示している。
【０１１７】
　しかしながら、前述した特許文献はどれも、本明細書において開示されたような燃料組
成物における１種またはそれより多くのポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド塩誘導体の
使用を開示していない。
【０１１８】
　アミンと式（Ｉ）で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）との反応により形成された
ポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド中間体は、よく知られた方法に従って、酸または四
級化剤と反応して塩誘導体を形成する。
【０１１９】
　塩誘導体を形成するのに用いることができる酸は、有機酸または無機酸から選択されて
もよい。前記酸は、カルボン酸、窒素を含む有機酸および無機酸、硫黄を含む有機酸また
は無機酸（例えば硫酸、メタンスルホン酸、およびベンゼンスルホン酸）から選択される
ことが都合がよい。
【０１２０】
　塩誘導体を形成するのに用いることができる四級化剤は、ジメチル硫酸、１～４個の炭
素原子を有する硫酸ジアルキル、ハロゲン化アルキル、例えば塩化メチル、臭化メチル、
ハロゲン化アリール、例えば塩化ベンジルから選択されてもよい。
【０１２１】
　好ましい実施態様において、四級化剤は、硫黄を含む四級化剤であり、具体的にはジメ
チル硫酸、または１～４個の炭素原子を有する硫酸ジアルキルである。四級化剤は、好ま
しくは、硫酸ジメチルである。
【０１２２】
　四級化は、当業界においてよく知られた方法である。例えば、硫酸ジメチルを用いた四
級化は、ＵＳ３９９６０５９、ＵＳ４３４９３８９、およびＧＢ１３７３６６０で説明さ
れている。
【０１２３】
　本発明において好ましいポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド塩誘導体は、ＡＳＴＭ　
Ｄ４７３９によって測定した場合、１０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満のＴＢＮ（全塩基価）値を
有するあらゆるものである。より好ましくは、ポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド塩誘
導体はそれぞれ、ＡＳＴＭ　Ｄ４７３９によって測定した場合、５ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満
、最も好ましくは２ｍｇ．ＫＯＨ／ｇまたはそれ未満のＴＢＮ値を有する。
【０１２４】
　商業的に入手可能な式（ＩＩＩ）を有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）アミド塩誘導
体の例としては、ルーブリゾール（Lubrizol）より「ソルスパース（SOLSPERSE）１７０
００」という商品名で入手可能なもの（ポリ（１２－ヒドロキシステアリン酸）と、Ｎ，
Ｎ－ジメチル－１，３－プロパンジアミンおよび硫酸ジメチルとの反応生成物）、および
シャンハイ・サンツェン・ポリマー社（Shanghai Sanzheng Polymer Company）から「Ｃ
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Ｈ－５」および「ＣＨ－７」という商品名で入手可能なものが挙げられる。
【０１２５】
　本明細書において使用するのに適した超分散剤のその他のタイプは、式（Ｖａ）：
　［Ｙ－ＣＯ［Ｏ－Ａ－ＣＯ］ｎ－Ｚｒ］Ｓ－Ｘ　　　（Ｖａ）
を有する末端酸基を有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）誘導体であり、式中Ｙ、Ａ、Ｚ
、およびＲは、上記で式（ＩＩＩ）で示された定義（あらゆる選択肢およびそれらの任意
の置換基を含む）と同じ定義を有し、ｍは、１または２であり、Ｘは、末端酸基または末
端酸基を有する基であり、ここで末端酸基は、カルボン酸、カルボキシメチル、硫酸塩、
スルホン酸塩、リン酸塩、およびホスホン酸塩から選択される。
【０１２６】
　好ましくは、前記式（Ｖａ）で示される化合物において、カルボニル基とヒドロキシル
基から誘導された酸素原子とを直接連結する少なくとも４個の炭素原子、より好ましくは
少なくとも６個の炭素原子、さらにより好ましくは８～１４個の範囲の炭素原子が存在す
る。
【０１２７】
　式（Ｖａ）において、Ｘは、末端酸基または末端酸基を有する基であり、ここで末端酸
基は、カルボン酸、カルボキシメチル、硫酸塩、スルホン酸塩、リン酸塩、およびホスホ
ン酸塩から選択される。Ｘが末端酸基を有する基である場合、好ましくは、Ｘは、式－Ｚ
１－Ｘ１で示される基であり、式中Ｚ１は、ポリアミン、ポリオール、ヒドロキシルアミ
ンから選択される化合物などの二官能性の連結化合物（linking compound）、または上記
で定義されたようなＺ基であり、Ｘ１は、カルボン酸、カルボキシメチル、硫酸塩、スル
ホン酸塩、リン酸塩、およびホスホン酸塩から選択される末端酸基であり；より好ましく
は、Ｘが末端酸基を有する基である場合、式（Ｖａ）中のｒは、０であり、Ｘは、式－Ｚ
１－Ｘ１で示される基である。
【０１２８】
　末端酸基は、遊離酸の形態で、または上記酸の塩の形態で存在していてもよい。末端酸
基が塩の形態である場合、末端酸基は、遊離酸の形態の末端の酸と、例えばアンモニア、
アミン、およびアミノアルコールなどの有機塩基、ならびに無機塩基などの塩基との反応
によって都合よく形成することができる。末端酸基中の酸基が塩である場合、適切なカチ
オンの例としては、金属イオン、例えばナトリウム、カリウム、およびカルシウム、なら
びにアンモニウムイオン、例えばアンモニウムイオン（ＮＨ４

＋）、Ｎ（ＣＨ３）４
＋、

およびＮＨ（ＣＨ３）４
＋が挙げられる。

【０１２９】
　１種またはそれより多くの末端酸基を有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）誘導体は、
上記で定義されたような式（Ｉ）で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）と：
　式（Ｉ）で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）の末端カルボン酸基と反応性を有す
る基と、カルボン酸、カルボキシメチル、硫酸塩、スルホン酸塩、リン酸塩、およびホス
ホン酸塩から選択される末端酸基とを有する化合物；
　上記末端酸基の前駆体；または
　後で上記末端酸基の前駆体と反応する二官能性の連結化合物、
との反応により得てもよい。
【０１３０】
　式（Ｉ）で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）の末端カルボン酸基と反応性を有す
る基と、カルボン酸、カルボキシメチル、硫酸塩、スルホン酸塩、リン酸塩、およびホス
ホン酸塩から選択される末端酸基とを含む適切な化合物としては、アルファ－アミノ－ま
たはアルファ－ヒドロキシ－アルカンカルボン酸、例えばグリシンおよびグリコール酸、
ならびにアミノ－およびヒドロキシ－有機スルホン酸またはホスホン酸、例えばアミノエ
タンスルホン酸が挙げられ、適切な末端酸基の前駆体は、五酸化リン、およびスルホニル
クロリドであり；さらに、ポリエステルと末端酸基との間に結合基を形成することができ
る適切な二官能性の連結化合物は、ポリアミン、ポリオール、ヒドロキシアミン、および
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上述したようなＺ基である。
【０１３１】
　式（Ｉ）で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）の末端カルボン酸基と反応性を有す
る基と、カルボン酸、カルボキシメチル、硫酸塩、スルホン酸塩、リン酸塩、およびホス
ホン酸塩から選択される末端酸基とを有する化合物；
　上記末端酸基の前駆体；または
　後で上記末端酸基の前駆体と反応する二官能性の連結化合物、
と、式（Ｉ）で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）との反応は公知であり、当業界に
おいて例えばＥＰ０１６４８１７で説明されている。
【０１３２】
　本発明において好ましい末端酸基を有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）誘導体は、Ａ
ＳＴＭ　Ｄ４７３９によって測定した場合、６０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満、より好ましくは
５０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満、さらにより好ましくは４０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満、最も好ま
しくは３０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満のＴＢＮ（全塩基価）値を有するあらゆるものである。
末端酸基を有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）誘導体は、ＡＳＴＭ　Ｄ４７３９によっ
て測定した場合、都合のよい形態としては５ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満、より都合のよい形態
としては２ｍｇ．ＫＯＨ／ｇまたはそれ未満のＴＢＮ値を有するあらゆるものであっても
よい。
【０１３３】
　本発明において好ましい末端酸基を有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）誘導体は、７
０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満、より好ましくは６０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満、さらにより好まし
くは５０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満、最も好ましくは４０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満の酸性度を有
するあらゆるものである。
【０１３４】
　本明細書において使用するためのその他の適切な超分散剤は、式（ＶＩ）：
【０１３５】
【化３】

【０１３６】
を有するポリエーテルアミンであり、式中Ｒは、－ＮＲ１

２基であり、ここでＲ１は、独
立して、水素およびＣ１～Ｃ６ヒドロカルビル基から選択され、ｎは、６～３７の範囲内
であり、ｍは、１２～７４の範囲内であり、ｐは、０または１である。
【０１３７】
　式（ＶＩ）において、ｎは、好ましくは８～２４の範囲であり、ｍは、好ましくは、１
６～４８の範囲である。好ましい実施態様において、ｎ：ｍの比率は、１：２である。
【０１３８】
　本発明の一実施態様において、ｐは、１である。本発明のその他の実施態様においてｐ
は、０である。
【０１３９】
　式（ＶＩ）において、Ｒは、末端アミン基であり、ここで末端アミン基は、－ＮＲ１

２

から選択され、式中Ｒ１は、水素およびＣ１～Ｃ６ヒドロカルビル基から選択される。
【０１４０】
　末端アミン基中のＲ１基は、好ましくは、独立して、水素およびＣ１～Ｃ４ヒドロカル
ビル基から選択され；より好ましくはＲ１は、独立して、Ｃ１～Ｃ４アルキル基から選択
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される。適切なＣ１～Ｃ４アルキル基の例は、メチル、エチル、ｎ－プロピル、ｉ－プロ
ピル、ｎ－ブチル、ｉ－ブチル、およびｔ－ブチル基である。
【０１４１】
　適切な末端アミン基の例としては、－ＮＨ２、－ＮＨＣＨ３、－ＮＨＣＨ２ＣＨ３、－
ＮＨＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３、－ＮＨＣＨ（ＣＨ３）２、－ＮＨＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３、
－ＮＨＣ（ＣＨ３）３、－Ｎ（ＣＨ３）２、－Ｎ（ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ３、－Ｎ（ＣＨ３

）ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）２、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ（ＣＨ３）

２、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）Ｃ（ＣＨ３

）３、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ３、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３、
－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ（ＣＨ３）２、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ

３、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）Ｃ（ＣＨ３）３、－Ｎ（ＣＨ（ＣＨ３）２）ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ

３、－Ｎ（ＣＨ（ＣＨ３））２、－Ｎ（ＣＨ（ＣＨ３）２）ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３、
－Ｎ（ＣＨ（ＣＨ３）２）Ｃ（ＣＨ３）３、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ３、
－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３）２、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３

、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３）Ｃ（ＣＨ３）３、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３）２、
－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３）Ｃ（ＣＨ３）３、および－Ｎ（Ｃ（ＣＨ３）３）２が
挙げられる。
【０１４２】
　本発明の好ましい実施態様において、末端アミン基は、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）２である
。
【０１４３】
　式（ＶＩ）で示される化合物の製造は公知であり、当業界において例えばＷＯ９６／０
０４４０で説明されている。
【０１４４】
　本明細書において使用するのに適したポリエーテルアミンの例としては、シャンハイ・
サンツェン・ポリマー・マテリアル株式会社（Shanghai Sanzheng Polymer Material Co.
 Ltd）（中国）から市販されているＣＨ－１０Ｓ、およびルーブリゾール・アドバンスト
・マテリアルズ社（Lubrizol Advanced Materials Inc.）から市販されているソルスパー
ス（Solsperse）（ＲＴＭ）２００００が挙げられる。
【０１４５】
　本明細書において使用するためのその他の適切な超分散剤は、式（ＶＩＩ）：
　［Ｙ－ＣＯ［Ｏ－Ａ－ＣＯ］ｎ－Ｚｐ］ｍ－Ｘ　　　（ＶＩＩ）
を有する末端アミン基を有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）誘導体であり、式中Ｙ、Ａ
、およびｎは、あらゆる選択肢および任意の置換基など上記で式（ＩＩＩ）に関して定義
された通りであり、ｍは、１または２であり、Ｚは、任意に置換された２価の架橋基であ
り、ｐは、０～１０であり、Ｘは、末端アミン基、または末端アミン基を有する基であり
、ここで該末端アミン基は、－ＮＲ１

２から選択され、式中Ｒ１は、独立して、水素およ
びＣ１～Ｃ６ヒドロカルビル基から選択される。
【０１４６】
　式（ＶＩＩ）において、ｐは、０～１０から選択され、好ましくはｐは、０～８から選
択され、より好ましくはｐは、０～６から選択される。本発明の一実施態様において、ｐ
は、少なくとも１であり（すなわちｐは、１～１０、１～８または１～６から選択され）
、あるいは少なくとも２である（すなわちｐは、２～１０、２～８または２～６から選択
される）。
【０１４７】
　式（ＶＩＩ）において、Ｘは、末端アミン基、または末端アミン基を有する基であり、
ここで該末端アミン基は、－ＮＲ１

２から選択され、式中Ｒ１は、水素およびＣ１～Ｃ６

ヒドロカルビル基から選択される。Ｘが末端アミン基を有する基である場合、好ましくは
、Ｘは、式－Ｚ１－Ｘ１で示される基であり、式中Ｚ１は、ポリアミン、ポリオール、ヒ
ドロキシルアミンから選択される化合物などの二官能性の連結化合物であるか、あるいは



(21) JP 6170910 B2 2017.7.26

10

20

30

40

50

上記で定義されたようなＺ基であり、Ｘ１は、－ＮＲ１
２から選択される末端アミン基で

あり、式中Ｒ１は、水素およびＣ１～Ｃ６ヒドロカルビル基から選択され、Ｘが末端酸基
を有する基である場合、式（ＶＩＩ）中のｐは、０であり、Ｘは、式－Ｚ１－Ｘ１で示さ
れる基である。
【０１４８】
　末端アミン基中のＲ１基は、好ましくは、独立して、水素およびＣ１～Ｃ４ヒドロカル
ビル基から選択され；より好ましくはＲ１は、独立して、水素およびＣ１～Ｃ４アルキル
基から選択される。適切なＣ１～Ｃ４アルキル基の例は、メチル、エチル、ｎ－プロピル
、ｉ－プロピル、ｎ－ブチル、ｉ－ブチル、およびｔ－ブチル基である。
【０１４９】
　適切な末端アミン基の例としては、－ＮＨ２、－ＮＨＣＨ３、－ＮＨＣＨ２ＣＨ３、－
ＮＨＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３、－ＮＨＣＨ（ＣＨ３）２、－ＮＨＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３、
－ＮＨＣ（ＣＨ３）３、－Ｎ（ＣＨ３）２、－Ｎ（ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ３、－Ｎ（ＣＨ３

）ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）２、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ（ＣＨ３）

２、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）Ｃ（ＣＨ３

）３、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ３、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３、
－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ（ＣＨ３）２、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ

３、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ３）Ｃ（ＣＨ３）３、－Ｎ（ＣＨ（ＣＨ３）２）ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ

３、－Ｎ（ＣＨ（ＣＨ３））２、－Ｎ（ＣＨ（ＣＨ３）２）ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３、
－Ｎ（ＣＨ（ＣＨ３）２）Ｃ（ＣＨ３）３、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ３、
－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３）２、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３

、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３）Ｃ（ＣＨ３）３、－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３）２、
－Ｎ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ３）Ｃ（ＣＨ３）３、および－Ｎ（Ｃ（ＣＨ３）３）２が
挙げられる。
【０１５０】
　本発明の一実施態様において、末端アミン基は、－ＮＨ２である。
【０１５１】
　末端アミン基を有する１種またはそれより多くのポリ（ヒドロキシカルボン酸）誘導体
は、上記で定義されたような式（Ｉ）で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）と：
　式（Ｉ）で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）の末端カルボン酸基と反応性を有す
る基と上記で定義されたような末端アミン基とを含む化合物；
　上記末端アミン基の前駆体；または
　後で上記末端アミン基の前駆体と反応する二官能性の連結化合物、
との反応により得てもよい。
【０１５２】
　式（Ｉ）で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）の末端カルボン酸基と反応性を有す
る基と末端アミン基をと含む適切な化合物としては、非置換および置換アミン、ジアミン
、ならびにポリアミンが挙げられ、置換アミンの例は、モノ、ジ、およびトリアルキルア
ミン、アルキレンアミン、ならびにアルファ－アミノ－またはアルファ－ヒドロキシ－ア
ルカンアミンであり、最も適切にはエチレンジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチ
レンテトラミン、テトラエチレンペンタミン（tetraethylenepennamine）、およびペンタ
エチレンヘキサミンであり、最も好ましくはテトラエチレンペンタミンであり；およびポ
リエステルと末端アミン基との間に結合基を形成することができる適切な二官能性の連結
化合物は、ポリアミン、ポリオール、ヒドロキシアミン、および上述したようなＺ基であ
る。
【０１５３】
　式（Ｉ）で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）の末端カルボン酸基と反応性を有す
る基と末端アミン基とを含む化合物；
　上記末端アミン基の前駆体；または
　後で上記末端アミン基の前駆体と反応する二官能性の連結化合物、
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と、式（Ｉ）で示されるポリ（ヒドロキシカルボン酸）との反応は当業界公知であり、例
えばＥＰ０１６４８１７で説明されている。
【０１５４】
　本発明において好ましい末端アミン基を有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）誘導体は
、ＡＳＴＭ　Ｄ４７３９によって測定した場合、少なくとも１００ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ、よ
り好ましくは少なくとも１５０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ、さらにより好ましくは少なくとも１７
５ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ、最も好ましくは少なくとも２００ｍｇ．ＫＯＨ／ｇのＴＢＮ（全塩
基価）値を有するあらゆるものである。ＴＢＮは、最大で３００ｍｇ．ＫＯＨ／ｇであっ
てもよく、好ましくは最大で２５０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇであってもよい。
【０１５５】
　本発明において好ましい末端アミン基を有するポリ（ヒドロキシカルボン酸）誘導体は
、２０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満、より好ましくは１５ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満、さらにより好
ましくは１０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満、最も好ましくは７ｍｇ．ＫＯＨ／ｇ未満の酸性度を
有するあらゆるものである。ＴＡＮは、少なくとも０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇであってもよい。
【０１５６】
　本明細書において使用するための摩擦調節剤の好ましいクラスは、アルコキシアミンの
窒素誘導体であり、例えばＷＯ２００９／５０２８７で開示されているものがあり、具体
的にはＷＯ２００９／５０２８７の実施例４で開示されているように、モル比３：１のオ
レイン酸とアミノエチルエタノールアミンとの反応生成物である。
【０１５７】
　本明細書において使用するための摩擦調節剤のその他の好ましいクラスは、アルコキシ
ル化アミドまたはエステルであり、例えばＷＯ２０１０／０５７２０で開示されているも
のがある。このような摩擦調節剤の例は、ＷＯ２０１０／０５７２０で開示されているよ
うなアルキルのプロポキシ化エステル（ＤＥＡ）であり、ＢＡＳＦから市販されている。
【０１５８】
　本明細書において第二の添加剤として使用するのに適した市販の摩擦調節剤の例として
は、これらに限定されないが、アフトン・ケミカルズ（Afton Chemicals）から市販され
ているハイテック（HiTec）６４５７；ＢＡＳＦから市販されているケロコム（Kerocom）
Ｋ３５６１；イノスペック（Innospec）から市販されているＯＬＩ９０００およびＯＬＩ
９９００；ルーブリゾールから市販されているウルトラゾール（Ultrazol）９５２５およ
びウルトラゾール９５５５；シェル・ケミカル（Shell Chemical）から市販されているネ
オドールＮ２３－２、ネオドールＮ２５－７、およびネオドールＮ９１－５；アクゾノー
ベル（AkzoNobel）から市販されているエトミーンＴ１２、エトミーンＴ１２ｅ、エトミ
ーンＴ１５、エトミーンＯ１２、エトミーンＯ１５、エトミーンＴ２０、およびエトミー
ンＣ１５；アクゾノーベルから市販されているＯＭＡ４；アクゾノーベルから市販されて
いるアマドール（Amadol）１２８ｔ、アマドール６１、およびアマドール５１３４；ルー
ブリゾールから市販されているソルスパース３０００、ソルスパース２１０００、ソルパ
ース（Solperse）１７０００、ソルサース（Solserse）１３０００、ソルスパース１３２
４０、ソルスパース１３６５０、ソルスパース１３９４０、ソルスパース２００００、ソ
ルスパース２４０００、およびソルスパース９０００；いずれもシャンハイ・サンツェン
・ポリマー・マテリアル株式会社から市販されているＣＨ２Ｃ、ＣＨ１ａ、ＣＨ７Ａ、Ｃ
Ｈ５、ＣＨ６、ＣＨ１０Ｓ、ＣＨ１３、およびＣＨ３が挙げられる。
【０１５９】
　第一の燃料添加剤および第二の燃料添加剤は、例えば添加剤ブレンドを生産するための
添加剤パフォーマンスパッケージ（performance package）（複数可）などのその他のあ
らゆる添加剤と共にブレンドされる。続いて添加剤ブレンドをベース燃料に添加すること
により、液体燃料組成物が生産される。添加剤ブレンド中の第一の燃料添加剤の量は、好
ましくは、添加剤ブレンドの質量に基づき０．１～９９．８質量％の範囲である。添加剤
ブレンド中の第二の燃料添加剤の量は、好ましくは、添加剤ブレンドの質量に基づき０．
１～９９．８質量％の範囲である。
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【０１６０】
　添加剤ブレンド中のパフォーマンスパッケージ（複数可）の量は、好ましくは添加剤ブ
レンドの質量に基づき０．１～９９．８質量％の範囲である。
【０１６１】
　好ましくは、本発明の液体燃料組成物中に存在するパフォーマンスパッケージの量は、
液体燃料組成物の全質量に基づいて１５ｐｐｍｗ（質量百万分率）～１０質量％の範囲で
ある。より好ましくは、本発明の液体燃料組成物中に存在するパフォーマンスパッケージ
の量はさらに、以下に列挙されるパラメーター（ｉ）～（ｘｖ）の１つまたはそれより多
くに従う：
（ｉ）少なくとも１００ｐｐｍｗ
（ｉｉ）少なくとも２００ｐｐｍｗ
（ｉｉｉ）少なくとも３００ｐｐｍｗ
（ｉｖ）少なくとも４００ｐｐｍｗ
（ｖ）少なくとも５００ｐｐｍｗ
（ｖｉ）少なくとも６００ｐｐｍｗ
（ｖｉｉ）少なくとも７００ｐｐｍｗ
（ｖｉｉｉ）少なくとも８００ｐｐｍｗ
（ｉｘ）少なくとも９００ｐｐｍｗ
（ｘ）少なくとも１０００ｐｐｍｗ
（ｘｉ）少なくとも２５００ｐｐｍｗ
（ｘｉｉ）最大で５０００ｐｐｍｗ
（ｘｉｉｉ）最大で１００００ｐｐｍｗ
（ｘｉｖ）最大で２質量％
（ｘｖ）最大で５質量％。
【０１６２】
　本発明の液体燃料組成物において、用いられるベース燃料がガソリンである場合、ガソ
リンは、自動車エンジンなどの当業界でよく知られている火花点火（ガソリン）タイプの
内燃機関、加えて例えばオフロードおよび航空機用エンジンなどのその他のタイプのエン
ジンでの使用に適したあらゆるガソリンであってもよい。本発明の液体燃料組成物でベー
ス燃料として用いられるガソリンは、適宜「ベースガソリン」と称する場合もある。
【０１６３】
　ガソリンは、典型的には、２５～２３０℃の範囲で沸騰する炭化水素の混合物（ＥＮ－
ＩＳＯ３４０５）を含み、最適な範囲および蒸留曲線は通常、その年の気候および季節に
従って様々である。ガソリン中の炭化水素は、当業界でよく知られているあらゆる手段に
よって抽出することができ、炭化水素は、直留ガソリン、合成的に製造された芳香族炭化
水素混合物、熱分解または接触分解された炭化水素、水素化分解された石油留分、接触改
質された炭化水素、またはこれらの混合物から、あらゆる公知の方式で都合よく抽出する
ことができる。
【０１６４】
　ガソリンの具体的な蒸留曲線、炭化水素組成物、リサーチオクタン価（ＲＯＮ）、およ
びモーターオクタン価（ＭＯＮ）は重要ではない。
【０１６５】
　ガソリンのリサーチオクタン価（ＲＯＮ）は、都合のよい形態としては少なくとも８０
、例えば８０～１１０の範囲であってもよく、好ましくはガソリンのＲＯＮは、少なくと
も９０、例えば９０～１１０の範囲と予想され、より好ましくはガソリンのＲＯＮは、少
なくとも９１、例えば９１～１０５の範囲と予想され、さらにより好ましくはガソリンの
ＲＯＮは、少なくとも９２、例えば９２～１０３の範囲と予想され、さらにより好ましく
はガソリンのＲＯＮは、少なくとも９３、例えば９３～１０２の範囲と予想され、最も好
ましくはガソリンのＲＯＮは、少なくとも９４、例えば９４～１００の範囲と予想され（
ＥＮ２５１６４）；ガソリンのモーターオクタン価（ＭＯＮ）は、都合のよい形態として
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は少なくとも７０、例えば７０～１１０の範囲であってもよく、好ましくはガソリンのＭ
ＯＮは、少なくとも７５、例えば７５～１０５の範囲と予想され、より好ましくはガソリ
ンのＭＯＮは、少なくとも８０、例えば８０～１００の範囲と予想され、最も好ましくは
ガソリンのＭＯＮは、少なくとも８２、例えば８２～９５の範囲と予想される（ＥＮ２５
１６３）。
【０１６６】
　典型的には、ガソリンは、以下の群、すなわち飽和炭化水素、オレフィン炭化水素、芳
香族炭化水素、および含酸素炭化水素のうち１種またはそれより多くから選択される構成
要素を含む。ガソリンは、都合のよい形態としては、飽和炭化水素、オレフィン炭化水素
、芳香族炭化水素、および任意に含酸素炭化水素の混合物を含んでもよい。
【０１６７】
　典型的には、ガソリンのオレフィン炭化水素含量は、ガソリンの体積に基づいて０～４
０体積パーセントの範囲であり（ＡＳＴＭ　Ｄ１３１９）；好ましくは、ガソリンのオレ
フィン炭化水素含量は、ガソリンの体積に基づいて０～３０体積パーセントの範囲であり
、より好ましくは、ガソリンのオレフィン炭化水素含量は、ガソリンの体積に基づいて０
～２０体積パーセントの範囲である。
【０１６８】
　典型的には、ガソリンの芳香族炭化水素含量は、ガソリンの体積に基づいて０～７０体
積パーセントの範囲であり（ＡＳＴＭ　Ｄ１３１９）、例えばガソリンの芳香族炭化水素
含量は、ガソリンの体積に基づいて１０～６０体積パーセントの範囲であり；好ましくは
、ガソリンの芳香族炭化水素含量は、ガソリンの体積に基づいて０～５０体積パーセント
の範囲であり、例えばガソリンの芳香族炭化水素含量は、ガソリンの体積に基づいて１０
～５０体積パーセントの範囲である。
【０１６９】
　ガソリンのベンゼン含量は、ガソリンの体積に基づいて最大で１０体積パーセント、よ
り好ましくは最大で５体積パーセント、特に最大で１体積パーセントである。
【０１７０】
　ガソリンは、好ましくは、低い、または極めて低い硫黄含量を有し、例えば最大で１０
００ｐｐｍｗ（質量百万分率）、好ましくは５００ｐｐｍｗ以下、より好ましくは１００
以下、さらにより好ましくは５０以下の硫黄含量を有し、最も好ましくは１０ｐｐｍｗ以
下もの低い硫黄含量を有する。
【０１７１】
　またガソリンは、好ましくは、例えば最大で０．００５ｇ／ｌの低い全体の鉛含量を有
し、最も好ましくは鉛非含有、すなわち鉛化合物が添加されていない（すなわち無鉛であ
る）。
【０１７２】
　ガソリンが含酸素炭化水素を含む場合、酸素非含有の炭化水素の少なくとも一部が、含
酸素炭化水素で置き換わっていると予想される。ガソリンの酸素含量は、ガソリンの体積
に基づいて最大３５質量パーセントであってもよい（ＥＮ１６０１）（例えば、いわゆる
エタノールである）。例えば、ガソリンの酸素含量は、最大２５質量パーセントであって
もよく、好ましくは最大１０質量パーセントであってもよい。酸素添加濃度は、都合のよ
い形態としては、０、０．２、０．４、０．６、０．８、１．０、および１．２質量パー
セントのいずれか１つから選択される最小濃度を有し、５、４．５、４．０、３．５、３
．０、および２．７質量パーセントのいずれか１つから選択される最大濃度を有すると予
想される。
【０１７３】
　ガソリンに包含されていてもよい含酸素炭化水素の例としては、アルコール、エーテル
、エステル、ケトン、アルデヒド、カルボン酸、およびその誘導体、ならびに酸素を含む
複素環式化合物が挙げられる。好ましくは、ガソリンに包含されていてもよい含酸素炭化
水素は、アルコール（例えばメタノール、エタノール、プロパノール、２－プロパノール
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、ブタノール、ｔｅｒｔ－ブタノール、イソ－ブタノール、および２－ブタノール）、エ
ーテル（好ましくは１分子あたり５個またはそれより多い炭素原子を含むエーテル、例え
ば、メチルｔｅｒｔ－ブチルエーテル、およびエチルｔｅｒｔ－ブチルエーテル）、およ
びエステル（好ましくは１分子あたり５個またはそれより多い炭素原子を含むエステル）
から選択され；特に好ましい含酸素炭化水素は、エタノールである。
【０１７４】
　ガソリン中に含酸素炭化水素が存在する場合、ガソリン中の含酸素炭化水素の量は、広
範囲にわたり様々であってもよい。例えば、主成分として含酸素炭化水素を含むガソリン
は、ブラジルや米国などの国々で現在市販されており、例えばいわゆるエタノールおよび
Ｅ８５があり、加えて含酸素炭化水素を低い比率で含むガソリン、例えばＥ１０およびＥ
５がある。従って、ガソリンは、最大１００体積パーセントの含酸素炭化水素を含んでい
てもよい。またブラジルで使用されているようなＥ１００燃料もこれに含まれる。好まし
くは、ガソリン中に存在する含酸素炭化水素の量は、望ましい最終的なガソリンの配合に
応じて、以下の量、すなわち最大８５体積パーセント；最大７０体積パーセント；最大６
５体積パーセント；最大３０体積パーセント；最大２０体積パーセント；最大１５体積パ
ーセント；および最大１０体積パーセントのいずれか１つから選択される。都合のよい形
態としては、ガソリンは、少なくとも０．５、１．０または２．０体積パーセントの含酸
素炭化水素を含んでいてもよい。
【０１７５】
　適切なガソリンの例としては、０～２０体積パーセントのオレフィン炭化水素含量（Ａ
ＳＴＭ　Ｄ１３１９）、０～５質量パーセントの酸素含量（ＥＮ１６０１）、０～５０体
積パーセントの芳香族炭化水素含量（ＡＳＴＭ　Ｄ１３１９）、および最大で１体積パー
セントのベンゼン含量を有するガソリンが挙げられる。
【０１７６】
　また、生物学的な源から抽出することができる構成要素をブレンドしたガソリンも本発
明で使用するのに適している。このような構成要素をブレンドしたガソリンの例は、ＷＯ
２００９／０７７６０６、ＷＯ２０１０／０２８２０６、ＷＯ２０１０／０００７６１、
欧州特許出願第０９１６０９８３．４号、０９１７６８７９．６号、０９１８０９０４．
６号、および米国特許出願第６１／３１２３０７号で見出すことができる。
【０１７７】
　本発明にとって重要ではないが、本発明のベースガソリンまたはガソリン組成物は、都
合のよい形態としては、上述した必須の燃料添加剤に加えて、１種またはそれより多くの
任意の燃料添加剤を都合よく含んでいてもよい。本発明のベースガソリンまたはガソリン
組成物に含まれていてもよい任意の燃料添加剤（複数可）の濃度および性質は重要ではな
い。本発明のベースガソリンまたはガソリン組成物中に含まれる可能性がある適切なタイ
プの燃料添加剤の非限定的な例としては、抗酸化剤、腐食抑制剤、洗浄剤、防曇剤（deha
zer）、アンチノック添加剤、金属不活性化剤、弁座の凹みを防止する化合物（valve-sea
t recession protectant compound）、色素、溶媒、分散媒、希釈剤、およびマーカーが
挙げられる。適切なこのような添加剤の例は、一般的にはＵＳ５，８５５，６２９で説明
されている。
【０１７８】
　燃料添加剤を１種またはそれより多くの溶媒とブレンドして、濃縮添加剤を都合よく形
成することができ、濃縮添加剤は続いて、本発明のベースガソリンまたはガソリン組成物
と混合することができる。
【０１７９】
　本発明のベースガソリンまたはガソリン組成物中に存在するあらゆる任意の添加剤の（
活性物質）濃度は、好ましくは最大１質量パーセントであり、より好ましくは５～２００
０ｐｐｍｗの範囲であり、有利には３００～１５００ｐｐｍｗの範囲であり、例えば３０
０～１０００ｐｐｍｗである。
【０１８０】
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　上述したように、ガソリン組成物はまた、合成または無機キャリアオイルおよび／また
は溶媒を含んでいてもよい。
【０１８１】
　適切な無機キャリアオイルの例は、原油加工で得られた留分、例えばブライトストック
、または例えばＳＮ５００～２０００クラスの粘度を有するベースオイルであり、加えて
、芳香族炭化水素、パラフィン系炭化水素、およびアルコキシアルカノールもある。また
、ミネラルオイルの精製で得られる留分も無機キャリアオイルとして有用であり、これは
、「水素化分解油」として知られている（約３６０～５００℃の範囲の沸点を有する真空
留分であり、高圧下で接触水素化され、異性化され、さらには脱パラフィン化された天然
ミネラルオイルから得ることができる）。
【０１８２】
　適切な合成キャリアオイルの例は、ポリオレフィン（ポリ－アルファ－オレフィンまた
はポリ（内部オレフィン））、（ポリ）エステル、（ポリ）アルコキシレート、ポリエー
テル、脂肪族ポリエーテルアミン、アルキルフェノールから合成した（alkylphenol-star
ted）ポリエーテル、アルキルフェノールから合成したポリエーテルアミン、および長鎖
アルカノールのカルボン酸エステルである。
【０１８３】
　適切なポリオレフィンの例は、オレフィンポリマーであり、特に（水素添加された、ま
たは水素添加されていない）ポリブテンまたはポリイソブテンに基づくものである。
【０１８４】
　適切なポリエーテルまたはポリエーテルアミンの例は、好ましくは、ポリオキシ－Ｃ２

～Ｃ４－アルキレン部分を含む化合物であり、この部分は、Ｃ２～Ｃ６０－アルカノール
、Ｃ６～Ｃ３０－アルカノジオール、モノもしくはジ－Ｃ２～Ｃ３０－アルキルアミン、
Ｃ１～Ｃ３０－アルキルシクロヘキサノール、またはＣ１～Ｃ３０－アルキルフェノール
を、ヒドロキシル基またはアミノ基あたり１モル１～３０モルのエチレンオキシド、およ
び／またはプロピレンオキシド、および／またはブチレンオキシドと反応させ、ポリエー
テルアミンの場合、それに続いてアンモニア、モノアミンまたはポリアミンでの還元的ア
ミノ化を行うことによって得られる。このような生成物は、具体的にはＥＰ－Ａ－３１０
８７５、ＥＰ－Ａ－３５６７２５、ＥＰ－Ａ－７００９８５、およびＵＳ－Ａ－４，８７
７，４１６で説明されている。例えば、用いられるポリエーテルアミンは、ポリ－Ｃ２～
Ｃ６－酸化アルキレンアミンまたはそれらの機能性誘導体であってもよい。それらの典型
的な例は、トリデカノールブトキシレート、またはイソトリデカノールブトキシレート、
イソノニルフェノールブトキシレートであり、さらにポリイソブテノールブトキシレート
およびプロポキシレートも挙げられ、さらにそれに対応するアンモニアとの反応生成物も
挙げられる。
【０１８５】
　長鎖アルカノールのカルボン酸エステルの例は、具体的にはモノ、ジまたはトリカルボ
ン酸と長鎖アルカノールまたはポリオールとのエステルであり、具体的にはＤＥ－Ａ－３
８３８９１８で説明されているようなものがある。用いられるモノ、ジまたはトリカルボ
ン酸は、脂肪族または芳香族酸であってもよく；適切なエステルアルコールまたはポリオ
ールは、典型例として具体的には、例えば６～２４個の炭素原子を有する長鎖のものであ
る。このようなエステルの典型例としては、イソオクタノール、イソノナノール、イソデ
カノール、およびイソトリデカノールの、アジピン酸エステル、フタル酸エステル、イソ
フタル酸エステル、テレフタル酸エステル、およびトリメリット酸エステルが挙げられ、
例えばフタル酸ジ－（ｎ－またはイソトリデシル）である。
【０１８６】
　さらなる適切なキャリアオイル系は、例えばＤＥ－Ａ－３８２６６０８、ＤＥ－Ａ－４
１４２２４１、ＤＥ－Ａ－４３０９０７４、ＥＰ－Ａ－０４５２３２８、およびＥＰ－Ａ
－０５４８６１７で説明されており、これらは参照により本明細書に包含される。
【０１８７】
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　特に適切な合成キャリアオイルの例は、約５～３５、例えば約５～３０、Ｃ３～Ｃ６－
酸化アルキレン単位を有する、例えばプロピレンオキシド、ｎ－ブチレンオキシド、およ
びイソブチレンオキシド単位、またはそれらの混合物から選択される酸化アルキレン単位
を有するアルコールから合成した（alcohol-started）ポリエーテルである。適切な開始
のアルコールの非限定的な例は、長鎖アルキルで置換された長鎖アルカノールまたはフェ
ノールであり、ここで長鎖アルキルラジカルは、具体的には直鎖または分岐状Ｃ６～Ｃ１

８－アルキルラジカルである。好ましい例としては、トリデカノール、およびノニルフェ
ノールが挙げられる。
【０１８８】
　さらなる適切な合成キャリアオイルは、ＤＥ－Ａ－１０１０２９１３．６で説明されて
いるようなアルコキシル化アルキルフェノールである。
【０１８９】
　また無機キャリアオイル、合成キャリアオイル、ならびに無機および合成キャリアオイ
ルの混合物も使用することができる。
【０１９０】
　燃料での使用に適したあらゆる溶媒および任意の共溶媒を使用することができる。燃料
に使用するのに適した溶媒の例としては、非極性炭化水素溶媒、例えばケロシン、重質の
芳香族溶媒（「重質のソルベントナフサ」、「ソルベッソ（Solvesso）１５０」）、トル
エン、キシレン、パラフィン、石油、ホワイトスピリット、シェル社から「シェルゾール
（SHELLSOL）」等の商標で販売されているものが挙げられる。適切な共溶媒の例としては
、極性溶媒、例えばエステル、具体的にはアルコールが挙げられる（例えば、ｔ－ブタノ
ール、ｉ－ブタノール、ヘキサノール、２－エチルヘキサノール、２－プロピルヘプタノ
ール、デカノール、イソトリデカノール、ブチルグリコール、およびアルコール混合物、
例えばシェル社から「リネボール（LINEVOL）」という商標で販売されているもの、特に
、Ｃ７～９第一級アルコールの混合物であるリネボール７９アルコール、または市販のＣ

１２～１４アルコールの混合物）。
【０１９１】
　液体燃料での使用に適した防曇剤／デマルシファイアーは当業界公知である。非限定的
な例としては、グリコールオキシアルキレートポリオールブレンド（例えば、ＴＯＬＡＤ
（商標）９３１２という商品名で販売されているもの）、アルコキシル化フェノールホル
ムアルデヒドポリマー、Ｃ１～１８エポキシドおよびジエポキシドでのオキシアルキル化
によって改変されたフェノール／ホルムアルデヒド、またはＣ１～１８アルキルフェノー
ル／ホルムアルデヒド樹脂オキシアルキレート（例えば、ＴＯＬＡＤ（商標）９３０８と
いう商品名で販売されているもの）、およびジエポキシド、二酸、ジエステル、ジオール
、ジアクリレート、ジメタクリレートまたはジイソシアネートで架橋されたＣ１～４エポ
キシドコポリマー、ならびにそれらのブレンドが挙げられる。グリコールオキシアルキレ
ートポリオールブレンドは、Ｃ１～４エポキシドでオキシアルキ化されたポリオールであ
ってもよい。Ｃ１～１８エポキシドおよびジエポキシドでのオキシアルキル化によって改
変されたＣ１～１８アルキルフェノールフェノール／ホルムアルデヒド樹脂オキシアルキ
レートは、例えばクレゾール、ｔ－ブチルフェノール、ドデシルフェノールもしくはジノ
ニルフェノール、またはフェノールの混合物（例えば、ｔ－ブチルフェノール、およびノ
ニルフェノールの混合物）をベースとしていてもよい。防曇剤は、防曇剤を含まないガソ
リンが水と接触するような異なる状況で発生し得る曇りを抑制するのに十分な量で用いら
れると予想され、その量は、本明細書で「曇りを抑制する量」として述べられた通りであ
る。その量は、一般的には、ガソリンの質量に基づいて、約０．１～約２０ｐｐｍｗ（例
えば、約０．１～約１０ｐｐｍ）、より好ましくは１～１５ｐｐｍｗ、さらにより好まし
くは１～１０ｐｐｍｗ、有利には１～５ｐｐｍｗである。
【０１９２】
　ガソリンに使用するためのさらなる一般的な添加剤は、腐食抑制剤、例えば有機カルボ
ン酸のアンモニウム塩をベースとする腐食抑制剤（前記塩は膜を形成しやすい）、あるい



(28) JP 6170910 B2 2017.7.26

10

20

30

40

50

は非鉄金属を腐食から保護するための複素環式の芳香族化合物をベースとする腐食抑制剤
；抗酸化剤または安定剤、例えばフェニルジアミン、例えばｐ－フェニレンジアミン、Ｎ
，Ｎ’－ジ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニルジアミン、ジシクロヘキシルアミンまたはそ
れらの誘導体などのアミンをベースとする抗酸化剤または安定剤、あるいは２，４－ジ－
ｔｅｒｔ－ブチルフェノールまたは３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－フ
ェニルプロピオン酸などのフェノールをベースとする抗酸化剤または安定剤；静電防止剤
；メタロセン、例えばフェロセン；メチルシクロ－ペンタジエニルマンガントリカルボニ
ル；潤滑添加剤、例えば所定の脂肪酸、アルケニルコハク酸エステル、ビス（ヒドロキシ
アルキル）脂肪族アミン、ヒドロキシアセトアミドまたはヒマシ油；さらに、色素（マー
カー）である。またアミンも適宜、例えばＷＯ０３／０７６５５４で説明されているよう
にして添加することができる。任意に、高分子有機酸のナトリウムまたはカリウム塩など
の弁座の凹みに関する添加剤（anti valve seat recession additive）を用いてもよい。
【０１９３】
　本明細書におけるガソリン組成物はまた、洗浄添加剤を含んでいてもよい。適切な洗浄
添加剤としては、ＷＯ２００９／５０２８７（参照により本明細書に組み入れられる）で
開示されているものが挙げられる。
【０１９４】
　本明細書におけるガソリン組成物に使用するのに好ましい洗浄添加剤は、典型的には、
８５～２００００の数平均分子量（Ｍｎ）を有する少なくとも１種の疎水性炭化水素ラジ
カルと、以下から選択される少なくとも１種の極性部分、すなわち：
　（Ａ１）最大６個の窒素原子を有し、そのうち少なくとも１個の窒素原子が塩基性の特
性を有するモノまたはポリアミノ基；
　（Ａ６）末端に、ヒドロキシル基、少なくとも１個の窒素原子が塩基性の特性を有する
モノもしくはポリアミノ基、またはカルバメート基を有するポリオキシ－Ｃ２～Ｃ４－ア
ルキレン基；
　（Ａ８）無水コハク酸から誘導され、ヒドロキシル、および／またはアミノ、および／
またはアミド、および／またはイミド基を有する部分；および／または
　（Ａ９）アルデヒドを有する置換されたフェノールとモノまたはポリアミンとのマンニ
ッヒ反応により得られた部分、
とを有する。
【０１９５】
　上記の洗浄添加剤における疎水性炭化水素ラジカルは、塩基の流体中で十分な溶解性を
保持するものであり、８５～２００００、特に１１３～１００００、具体的には３００～
５０００の数平均分子量（Ｍｎ）を有する。典型的な疎水性炭化水素ラジカルとしては、
特に極性部分（Ａ１）、（Ａ８）、および（Ａ９）と組み合わされる場合、ポリアルケン
（ポリオレフィン）、例えばポリプロペニル、ポリブテニル、およびポリイソブテニルラ
ジカルが挙げられ、それぞれ３００～５０００、好ましくは５００～２５００、より好ま
しくは７００～２３００、特に７００～１０００のＭｎを有する。
【０１９６】
　洗浄添加剤の上記の群の非限定的な例としては、以下のものが挙げられる：
　モノまたはポリアミノ基（Ａ１）を含む添加剤は、好ましくは、ポリプロペンをベース
とするポリアルケンモノもしくはポリアルケンポリアミン、または従来の（すなわち主と
して内部二重結合を有する）３００～５０００のＭｎを有するポリブテンもしくはポリイ
ソブテンである。このような添加剤の製造において主として（通常、ベータおよびガンマ
位に）内部二重結合を有するポリブテンまたはポリイソブテンが出発原料として用いられ
る場合、考えられる製造経路は、塩素化およびそれに続くアミノ化によるか、あるいは空
気またはオゾンで二重結合を酸化して、カルボニルまたはカルボキシル化合物を得て、続
いて還元（水素化）条件下でアミノ化することによる経路である。この場合に用いられる
アミノ化のためのアミンは、例えば、アンモニア、モノアミンもしくはポリアミン、例え
ばジメチルアミノプロピルアミン、エチレンジアミン、ジエチレン－トリアミン、トリエ
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チレンテトラミンまたはテトラエチレンペンタミンであってもよい。それに相当するポリ
プロペンをベースとする添加剤は、具体的にはＷＯ－Ａ－９４／２４２３１で説明されて
いる。
【０１９７】
　さらなる好ましいモノアミノ基（Ａ１）を含む添加剤は、具体的にはＷＯ－Ａ－９７／
０３９４６で説明されているような、５～１００の平均重合度を有するポリイソブテンと
、酸化窒素または酸化窒素および酸素の混合物との反応生成物の水素添加産物である。
【０１９８】
　さらなる好ましいモノアミノ基（Ａ１）を含む添加剤は、具体的にはＤＥ－Ａ－１９６
２０２６２で説明されているように、ポリイソブテンエポキシドとアミンとの反応、それ
に続くアミノアルコールの脱水および還元によって得られる化合物である。
【０１９９】
　ポリオキシ－Ｃ２～Ｃ４～アルキレン部分（Ａ６）を含む添加剤は、好ましくは、Ｃ２

～Ｃ６０－アルカノール、Ｃ６～Ｃ３０－アルカンジオール、モノまたはジ－Ｃ２～Ｃ３

０－アルキルアミン、Ｃ１～Ｃ３０－アルキルシクロヘキサノールまたはＣ１～Ｃ３０－
アルキルフェノールと、ヒドロキシル基またはアミノ基１モルあたり１～３０モルのエチ
レンオキシド、および／またはプロピレンオキシド、および／またはブチレンオキシドと
を反応させ、ポリエーテルアミンの場合、それに続いてアンモニア、モノアミンまたはポ
リアミンで還元的アミノ化することによって得られるポリエーテルまたはポリエーテルア
ミンである。このような生成物は、具体的にはＥＰ－Ａ－３１０８７５、ＥＰ－Ａ－３５
６７２５、ＥＰ－Ａ－７００９８５、およびＵＳ－Ａ－４８７７４１６で説明されている
。ポリエーテルの場合、このような生成物はキャリアオイル特性も有する。これらの典型
例は、トリデカノールブトキシレート、イソトリデカノールブトキシレート、イソノニル
フェノールブトキシレート、およびポリイソブテノールブトキシレート、ならびにプロポ
キシレートであり、それに対応するアンモニアとの反応生成物も挙げられる。
【０２００】
　無水コハク酸から誘導され、ヒドロキシル、および／またはアミノ、および／またはア
ミド、および／またはイミド基を有する部分（Ａ８）を含む添加剤は、好ましくは、それ
に相当する、従来の、または高い反応性を有する３００～５０００のＭｎを有するポリイ
ソブテンと、無水マレイン酸とを、熱的な経路によって、あるいは塩素化ポリイソブテン
を介して反応させることによって得られるポリイソブテニル無水コハク酸の誘導体である
。なかでも特に重要なものは、脂肪族ポリアミンを有する誘導体であり、例えばエチレン
ジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミンまたはテトラエチレンペンタ
ミンである。このような添加剤は、具体的にはＵＳ－Ａ－４８４９５７２で説明されてい
る。
【０２０１】
　アルデヒドを有する置換フェノールとモノまたはポリアミンとのマンニッヒ反応により
得られた部分（Ａ９）を含む添加剤は、好ましくは、ホルムアルデヒドを有するポリイソ
ブテンで置換されたフェノールと、エチレンジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチ
レンテトラミン、テトラエチレンペンタミンまたはジメチルアミノプロピルアミンなどの
モノまたはポリアミンとの反応生成物である。ポリイソブテニルで置換されたフェノール
は、従来の、または高い反応性を有する３００～５０００のＭｎを有するポリイソブテン
から誘導されたものでもよい。このような「ポリイソブテン－マンニッヒ塩基」は、具体
的にはＥＰ－Ａ－８３１１４１で説明されている。
【０２０２】
　好ましくは、本発明のガソリン組成物で用いられる洗浄添加剤は、少なくとも１種の窒
素を含む洗浄剤、より好ましくは少なくとも１種の３００～５０００の範囲の数平均分子
量を有する疎水性炭化水素ラジカルを含む窒素を含む洗浄剤を含む。好ましくは、窒素を
含む洗浄剤は、ポリアルケンモノアミン、ポリエーテルアミン、ポリアルケンマンニッヒ
アミン、およびポリアルケンスクシンイミドからなる群より選択される。窒素を含む洗浄
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剤は、都合のよい形態としては、ポリアルケンモノアミンであり得る。
【０２０３】
　本発明の液体燃料組成物において、用いられるベース燃料がディーゼル燃料である場合
、本発明においてベース燃料として用いられるディーゼル燃料としては、自動車の圧縮点
火エンジン、加えて、例えばオフロード用エンジン、船舶用エンジン、鉄道用エンジン、
および定置エンジンなどのその他のタイプのエンジンで使用するためのディーゼル燃料が
挙げられる。本発明の液体燃料組成物でベース燃料として用いられるディーゼル燃料は、
適宜「ディーゼルベース燃料」と称する場合もある。
【０２０４】
　ディーゼルベース燃料は、そのものが、２種またはそれより多くの異なるディーゼル燃
料成分の混合物を含むものであってもよいし、および／または以下で説明されているよう
に添加剤が添加（additivated）されていてもよい。
【０２０５】
　このようなディーゼル燃料は、１種またはそれより多くのベース燃料を含むと予想され
、このベース燃料は、典型的には、液状の炭化水素の中間留分のガス油（複数可）、例え
ば石油から誘導されたガス油を含んでいてもよい。このような燃料は、典型的には、グレ
ードや用途によって、一般的なディーゼルの１５０～４００℃の範囲の沸点を有すると予
想される。このような燃料は、典型的には、１５℃で７５０～１０００ｋｇ／ｍ３、好ま
しくは７８０～８６０ｋｇ／ｍ３の密度（例えば、ＡＳＴＭ　Ｄ４５０２またはＩＰ３６
５）、および３５～１２０、より好ましくは４０～８５のセタン価（ＡＳＴＭ　Ｄ６１３
）を有すると予想される。このような燃料は、典型的には、１５０～２３０℃の範囲の初
留点、および２９０～４００℃の範囲の終点を有すると予想される。４０℃におけるその
動粘性率（ＡＳＴＭ　Ｄ４４５）は、適切には１．２～４．５ｍｍ２／秒であってもよい
。
【０２０６】
　石油から誘導されたガス油の例は、スウェーデンの第一種（Class 1）のベース燃料で
あり、このベース燃料は、スウェーデンの国内規格ＥＣ１での定義に従って、１５℃で８
００～８２０ｋｇ／ｍ３の密度（ＳＳ－ＥＮ　ＩＳＯ３６７５、ＳＳ－ＥＮ　ＩＳＯ１２
１８５）、３２０℃またはそれ未満のＴ９５（ＳＳ－ＥＮ　ＩＳＯ３４０５）、および１
．４～４．０ｍｍ２／秒の４０℃における動粘性率（ＳＳ－ＥＮ　ＩＳＯ３１０４）を有
すると予想される。
【０２０７】
　任意に、ディーゼル燃料は、バイオ燃料またはフィッシャー－トロプシュ由来の燃料な
どの非ミネラルオイルベースの燃料で形成されてもよいし、またはこのような非ミネラル
オイルベースの燃料がディーゼル燃料中に存在していてもよい。このようなフィッシャー
－トロプシュ燃料は、例えば天然ガス、天然ガス液、石油もしくは頁岩油、石油もしくは
頁岩油の精製残渣、石炭、またはバイオマスから抽出してもよい。
【０２０８】
　ディーゼル燃料で用いられるフィッシャー－トロプシュ由来の燃料の量は、全ディーゼ
ル燃料の０％～１００体積％、好ましくは５％～１００体積％、より好ましくは５％～７
５体積％であってもよい。１０体積％またはそれより多く、より好ましくは２０体積％ま
たはそれより多く、さらにより好ましくは３０体積％またはそれより多くのフィッシャー
－トロプシュ由来の燃料を含むディーゼル燃料が望ましい場合もある。特に好ましくは、
３０～７５体積％、具体的には３０～７０体積％のフィッシャー－トロプシュ由来の燃料
を含むディーゼル燃料である。ディーゼル燃料の残りの部分は、１種またはそれより多く
のその他のディーゼル燃料成分で構成される。
【０２０９】
　このようなフィッシャー－トロプシュ由来の燃料成分は、（任意に水素化分解された）
フィッシャー－トロプシュ合成生成物から分離することができる中間留分燃料の範囲のあ
らゆる留分である。典型的な留分は、ナフサ、ケロシンまたはガス油の範囲で沸騰すると
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予想される。ケロシンまたはガス油の範囲で沸騰するフィッシャー－トロプシュ生成物を
使用することが好ましく、なぜならこれらの生成物は、例えば家庭内の環境での取り扱い
が比較的簡単なためである。このような生成物は、適切には、１６０～４００℃、好まし
くは約３７０℃に沸騰する留分を９０質量％よりも多くを含むと予想される。フィッシャ
ー－トロプシュ由来のケロシンおよびガス油の例は、ＥＰ－Ａ－０５８３８３６、ＷＯ－
Ａ－９７／１４７６８、ＷＯ－Ａ－９７／１４７６９、ＷＯ－Ａ－００／１１１１６、Ｗ
Ｏ－Ａ－００／１１１１７、ＷＯ－Ａ－０１／８３４０６、ＷＯ－Ａ－０１／８３６４８
、ＷＯ－Ａ－０１／８３６４７、ＷＯ－Ａ－０１／８３６４１、ＷＯ－Ａ－００／２０５
３５、ＷＯ－Ａ－００／２０５３４、ＥＰ－Ａ－１１０１８１３、ＵＳ－Ａ－５７６６２
７４、ＵＳ－Ａ－５３７８３４８、ＵＳ－Ａ－５８８８３７６、およびＵＳ－Ａ－６２０
４４２６で説明されている。
【０２１０】
　フィッシャー－トロプシュ生成物は、適切には８０質量％より多く、より適切には９５
質量％より多くの分岐および直鎖パラフィン、および１質量％未満の芳香族化合物を含み
、残りの部分はナフテン酸化合物であると予想される。硫黄および窒素の含量は極めて低
いと予想され、一般的にはこのような化合物の検出限界未満である。そのために、フィッ
シャー－トロプシュ生成物を含むディーゼル燃料組成物の硫黄含量は、極めて低い可能性
がある。
【０２１１】
　ディーゼル燃料組成物は、好ましくは５０００ｐｐｍｗ以下の硫黄を含み、より好まし
くは５００ｐｐｍｗ以下、または３５０ｐｐｍｗ以下、または１５０ｐｐｍｗ以下、また
は１００ｐｐｍｗ以下、または７０ｐｐｍｗ以下、または５０ｐｐｍｗ以下、または３０
ｐｐｍｗ以下、または２０ｐｐｍｗ以下、または最も好ましくは１０ｐｐｍｗ以下の硫黄
を含む。
【０２１２】
　本明細書において使用するためのその他のディーゼル燃料成分としては、生物学的材料
から抽出されたいわゆる「バイオ燃料」が挙げられる。その例としては、脂肪酸アルキル
エステル（ＦＡＡＥ）が挙げられる。このような構成要素の例は、ＷＯ２００８／１３５
６０２で見出すことができる。
【０２１３】
　ディーゼルベース燃料は、それ自身、添加剤が添加されていてもよいし（添加剤含有）
、または添加剤が添加されていなくてもよい（添加剤非含有）。添加剤が添加されている
場合、例えば製油所において、ディーゼルベース燃料は、例えば静電気防止剤、パイプラ
イン薬剤低減剤（pipeline drag reducer）、流動性向上剤（例えば、エチレン／酢酸ビ
ニルコポリマーまたはアクリレート／無水マレイン酸コポリマー）、潤滑添加剤、抗酸化
剤、およびワックス沈降防止剤から選択される１種またはそれより多くの添加剤を少量で
含むと予想される。
【０２１４】
　洗浄剤を含むディーゼル燃料添加剤が公知であり、市販されている。このような添加剤
は、エンジンへの付着物の堆積を低減する、除去する、遅くすることを目的とするレベル
でディーゼル燃料に添加されてもよい。
【０２１５】
　本発明の目的のためのディーゼル燃料添加剤での使用に適した洗浄剤の例としては、ポ
リオレフィンで置換されたポリアミンのスクシンイミドまたはコハク酸アミド、例えばポ
リイソブチレンスクシンイミドまたはポリイソブチレンアミンコハク酸アミド、脂肪族ア
ミン、マンニッヒ塩基またはアミン、およびポリオレフィン（例えばポリイソブチレン）
無水マレイン酸が挙げられる。スクシンイミド分散剤添加剤は、例えば、ＧＢ－Ａ－９６
０４９３、ＥＰ－Ａ－０１４７２４０、ＥＰ－Ａ－０４８２２５３、ＥＰ－Ａ－０６１３
９３８、ＥＰ－Ａ－０５５７５１６、およびＷＯ－Ａ－９８／４２８０８で説明されてい
る。特に好ましくは、ポリオレフィンで置換されたスクシンイミドであり、例えばポリイ
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ソブチレンスクシンイミドである。
【０２１６】
　ディーゼル燃料添加剤の混合物は、洗浄剤に加えてその他の構成要素を含んでいてもよ
い。その例は、潤滑性増強剤（lubricity enhancer)；防曇剤、例えばアルコキシル化フ
ェノールホルムアルデヒドポリマー；消泡剤（例えば、ポリエーテルで修飾されたポリシ
ロキサン）；点火向上剤（セタン価向上剤）（例えば、硝酸２－エチルヘキシル（ＥＨＮ
）、硝酸シクロヘキシル、過酸化ジ－ｔｅｒｔ－ブチル、およびＵＳ－Ａ－４２０８１９
０の２段２７行～３段２１行で開示されているもの）；さび止め剤（例えば、テトラプロ
ペニルコハク酸のプロパン－１，２－ジオールセミエステル、またはコハク酸誘導体の多
価アルコールエステル、そのα炭素原子の少なくとも１つに、２０～５００個の炭素原子
を含む非置換または置換された脂肪族炭化水素基を有するコハク酸誘導体、例えばポリイ
ソブチレンで置換されたコハク酸のペンタエリスリトールジエステル）；腐食抑制剤；消
臭剤；磨耗防止剤；抗酸化剤（例えば、フェノール系樹脂、例えば２，６－ジ－ｔｅｒｔ
－ブチルフェノール、またはフェニレンジアミン、例えばＮ，Ｎ’－ジ－ｓｅｃ－ブチル
－ｐ－フェニレンジアミン）；金属不活性化剤；燃料油助燃剤；静電気放散剤；コールド
フロー促進剤（cold flow improver）；およびワックス沈降防止剤である。
【０２１７】
　ディーゼル燃料添加剤の混合物は、特にディーゼル燃料組成物が低い（例えば５００ｐ
ｐｍｗまたはそれ未満の）硫黄含量を有する場合、潤滑性増強剤を含んでいてもよい。添
加剤が添加されたディーゼル燃料組成物において、潤滑性増強剤は、都合のよい形態とし
ては１０００ｐｐｍｗ未満、好ましくは５０～１０００ｐｐｍｗ、より好ましくは７０～
１０００ｐｐｍｗの濃度で存在する。適切な市販の潤滑性増強剤としては、エステルおよ
び酸ベースの添加剤が挙げられる。その他の潤滑性増強剤は、具体的にはそれらの低い硫
黄含量のディーゼル燃料における使用に関する特許文献で説明されており、このような文
献としては、
例えば：
　－Danping WeiおよびH.A. Spikesによる論文、「The Lubricity of Diesel Fuels」、W
ear、III (1986) 217～235；
　－ＷＯ－Ａ－９５／３３８０５－低硫黄含量燃料の潤滑性を強化するためのコールドフ
ロー促進剤；
　－ＵＳ－Ａ－５４９０８６４－低硫黄含量のディーゼル燃料のための磨耗を防止する潤
滑添加剤としての所定のジチオリン酸ジエステル－ジアルコール；および
　－ＷＯ－Ａ－９８／０１５１６－特に低硫黄含量のディーゼル燃料に磨耗を防止する潤
滑作用を付与するための、少なくとも１つのカルボキシル基が芳香族核に取り付けられた
所定のアルキル芳香族化合物、
が挙げられる。
【０２１８】
　また、ディーゼル燃料組成物は、消泡剤を含むことが好ましい可能性があり、さび止め
剤、および／または腐食抑制剤、および／または潤滑性を強化する添加剤と組み合わせて
含むことがより好ましい可能性がある。
【０２１９】
　特に他の指定がない限り、このような添加剤が添加されたディーゼル燃料組成物中の任
意の添加剤成分それぞれの（活性物質の）濃度は、好ましくは最大１００００ｐｐｍｗで
あり、より好ましくは０．１～１０００ｐｐｍｗの範囲であり、有利には０．１～３００
ｐｐｍｗの範囲であり、例えば０．１～１５０ｐｐｍｗの範囲である。
【０２２０】
　ディーゼル燃料組成物中のあらゆる防曇剤の（活性物質の）濃度は、好ましくは０．１
～２０ｐｐｍｗ、より好ましくは１～１５ｐｐｍｗ、さらにより好ましくは１～１０ｐｐ
ｍｗ、特に１～５ｐｐｍｗの範囲であると予想される。含まれるあらゆる点火向上剤の（
活性物質の）濃度は、好ましくは２６００ｐｐｍｗまたはそれ未満、より好ましくは２０



(33) JP 6170910 B2 2017.7.26

10

20

30

40

50

００ｐｐｍｗまたはそれ未満、さらにより好ましくは３００～１５００ｐｐｍｗであると
予想される。ディーゼル燃料組成物中のあらゆる洗浄剤の（活性物質の）濃度は、好まし
くは５～１５００ｐｐｍｗ、より好ましくは１０～７５０ｐｐｍｗ、最も好ましくは２０
～５００ｐｐｍｗの範囲であると予想される。
【０２２１】
　ディーゼル燃料組成物の場合、例えば、燃料添加剤の混合物は、典型的には、任意に上
述のようなその他の構成要素と共に、洗浄剤、およびディーゼル燃料と相溶性のある希釈
剤を含むと予想され、ここで希釈剤は、ミネラルオイル、溶媒、例えばシェル社から「シ
ェルゾール」という商標で販売されているもの、極性溶媒、例えばエステル、具体的には
アルコール、例えばヘキサノール、２－エチルヘキサノール、デカノール、イソトリデカ
ノール、およびアルコール混合物、例えばシェル社から「リネボール」という商標で販売
されているもの、特にＣ７～９第一級アルコールの混合物であるリネボール７９アルコー
ル、または市販のＣ１２～１４アルコールの混合物であってもよい。
【０２２２】
　ディーゼル燃料組成物中の添加剤の総含量は、適切には０～１００００ｐｐｍｗであっ
てもよく、好ましくは５０００ｐｐｍｗ未満である。
【０２２３】
　上記において、構成要素の量（濃度、体積％、ｐｐｍｗ、質量％）は、活性物質の量で
あり、すなわち揮発性溶媒／希釈材料を除いた量である。
【０２２４】
　本発明の液体燃料組成物は、少なくとも１種の必須の燃料添加剤と、内燃機関での使用
に適したベース燃料とを混合することによって生産される。必須の燃料添加剤が混合され
るベース燃料がガソリンである場合、生産される液体燃料組成物は、ガソリン組成物であ
り；同様に、燃料添加剤が混合されるベース燃料がディーゼル燃料である場合、生産され
る液体燃料組成物は、ディーゼル燃料組成物である。
【０２２５】
　驚くべきことに、液体燃料組成物において、２７ｃＳｔまたはそれ未満の１００℃にお
ける動粘性率、１００質量％、好ましくは２０質量％またはそれ未満の２５０℃における
ＮＯＡＣＫ揮発性を有する燃料添加剤と摩擦調節剤とを使用することにより、特に本発明
の液体燃料組成物がガソリン組成物である場合、液状ベース燃料が注入された内燃機関と
比べて、前記添加剤を含む液体燃料組成物が注入された内燃機関の燃料経済性が改善され
るという利益が得られることが見出された。
【０２２６】
　それゆえに本発明は、内燃機関での使用に適した液状ベース燃料の燃料経済性能を改善
する方法であって、２７ｃＳｔまたはそれ未満の１００℃における動粘性率、１００質量
％、好ましくは２０質量％またはそれ未満の２５０℃におけるＮＯＡＣＫ揮発性を有する
少なくとも１種の燃料添加剤と、少なくとも１種の摩擦調節剤とを、内燃機関での使用に
適した主成分の液状ベース燃料に混合することを含む、上記方法を提供する。
【０２２７】
　加えて、液体燃料組成物中で、２７ｃＳｔまたはそれ未満の１００℃における動粘性率
、１００質量％、好ましくは２０質量％またはそれ未満の２５０℃におけるＮＯＡＣＫ揮
発性を有する少なくとも１種の燃料添加剤と摩擦調節剤とを併用することにより、液状ベ
ース燃料が注入された内燃機関に比べて、本発明の液体燃料組成物が注入された内燃機関
の潤滑性能が改善されるという利益を得ることもできる。
【０２２８】
　それゆえに、本発明はさらに、内燃機関の潤滑性能を改善する方法であって、前記方法
は、エンジン潤滑剤を含む内燃機関に本発明に係る液体燃料組成物を注入することを含む
、上記方法も提供する。
【０２２９】
　加えて、液体燃料組成物において、２７ｃＳｔまたはそれ未満の１００℃における動粘
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性率、１００質量％、好ましくは２０質量％またはそれ未満の２５０℃におけるＮＯＡＣ
Ｋ揮発性を有する少なくとも１種の燃料添加剤と、少なくとも１種の摩擦調節剤とを使用
することによってさらに、本発明の液体燃料組成物が注入された内燃機関の潤滑剤の燃料
経済性能が改善されるという利益を得ることもできる。
【０２３０】
　それゆえに、本発明は、内燃機関の潤滑剤の燃料経済性能を改善する方法であって、前
記方法は、潤滑剤を含む内燃機関に液体燃料組成物を注入することを含み、ここで液体燃
料組成物は：
　－内燃機関での使用に適したベース燃料；および
　－少なくとも１種の燃料添加剤であり：
　　（ｉ）２７ｃＳｔまたはそれ未満の１００℃における動粘性率；および
　　（ｉｉ）１００質量％、好ましくは２０質量％またはそれ未満の２５０℃におけるＮ
ＯＡＣＫ揮発性を有する、燃料添加剤；ならびに
　－少なくとも１種の摩擦調節剤、
を含む、上記方法を提供する。
【０２３１】
　潤滑油
　本発明に係る潤滑油組成物は、ベースの流体として潤滑油を含んでおり、エンジンクラ
ンクケースの潤滑剤として使用するのに適している。
【０２３２】
　潤滑油組成物に包含される潤滑油の総量は、潤滑油組成物の総質量に対して少なくとも
６０質量パーセント、好ましくは６０～９２質量パーセントの範囲、より好ましくは７５
～９０質量パーセントの範囲、最も好ましくは７５～８８質量パーセントの範囲である。
【０２３３】
　潤滑油組成物で用いられる潤滑油に関しては特に限定されず、様々な従来の公知のミネ
ラルオイルや合成油が都合よく使用することができる。
【０２３４】
　潤滑油組成物で用いられる潤滑油は、都合のよい形態としては、１種またはそれより多
くのミネラルオイルおよび／または１種またはそれより多くの合成油の混合物を含んでい
てもよい。
【０２３５】
　ミネラルオイルとしては、液状の石油および溶媒で処理した、あるいは酸処理した、パ
ラフィン系、ナフテン系、またはパラフィン系／ナフテン系の混成タイプの無機の潤滑油
が挙げられ、このような潤滑油は、水素化仕上げ（hydrofinishing）過程および／または
脱ロウによってさらに精製してもよい。
【０２３６】
　ナフテン系潤滑油は、低い粘度指数（ＶＩ）（一般的に４０～８０）と低い流動点とを
有する。このような潤滑油は、ナフテン高含有およびワックス低含量の供給原料から生産
され、主として色および色の安定性が重要であり、ＶＩおよび酸化安定性の重要性はその
次である潤滑剤に用いられる。
【０２３７】
　パラフィン系潤滑油は、より高いＶＩ（一般的に＞９５）と高い流動点を有する。前記
潤滑油はパラフィン高含有の供給原料から生産され、ＶＩおよび酸化安定性が重要である
潤滑剤に用いられる。
【０２３８】
　潤滑油組成物に、フィッシャー－トロプシュ由来の潤滑油を都合よく使用することがで
き、例えば、ＥＰ－Ａ－７７６９５９、ＥＰ－Ａ－６６８３４２、ＷＯ－Ａ－９７／２１
７８８、ＷＯ００／１５７３６、ＷＯ００／１４１８８、ＷＯ００／１４１８７、ＷＯ０
０／１４１８３、ＷＯ００／１４１７９、ＷＯ００／０８１１５、ＷＯ９９／４１３３２
、ＥＰ１０２９０２９、ＷＯ０１／１８１５６、およびＷＯ０１／５７１６６で開示され
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ているフィッシャー－トロプシュ由来の潤滑油を使用することができる。
【０２３９】
　合成過程で、分子をより単純な物質に形成したり、またはそれらの構造を改変して要求
される正確な特性を付与したりすることが可能である。
【０２４０】
　合成潤滑油としては、オレフィンオリゴマー（ＰＡＯ）、二塩基性酸エステル、ポリオ
ールエステル、および脱ロウされたロウ含有ラフィネートなどの炭化水素油が挙げられる
。シェルのグループ会社のロイヤル・ダッチ（Royal Dutch）によって「ＸＨＶＩ」（商
標）という名称で販売されている合成炭化水素ベースオイルを都合よく使用することがで
きる。
【０２４１】
　好ましくは、潤滑油は、ＡＳＴＭ　Ｄ２００７に従って測定した場合、８０質量％より
多くの、好ましくは９０質量パーセントより多くの飽和脂肪酸を含むミネラルオイルおよ
び／または合成油で構成される。
【０２４２】
　さらに好ましくは、ＡＳＴＭ　Ｄ２６２２、ＡＳＴＭ　Ｄ４２９４、ＡＳＴＭ　Ｄ４９
２７またはＡＳＴＭ　Ｄ３１２０に従って硫黄元素として計算して測定した場合、潤滑油
は、１．０質量パーセント未満、好ましくは０．１質量パーセント未満の硫黄を含む。
【０２４３】
　好ましくは、潤滑油の粘度指数は、ＡＳＴＭ　Ｄ２２７０に従って測定した場合、８０
より高く、より好ましくは１２０より高い。
【０２４４】
　好ましくは、潤滑油は、１００℃で２～８０ｍｍ２／秒の範囲、より好ましくは３～７
０ｍｍ２／秒の範囲、最も好ましくは４～５０ｍｍ２／秒の範囲の動粘性率を有する。
【０２４５】
　潤滑油中のリンの総量は、潤滑油の総質量に基づき、好ましくは０．０４～０．１質量
パーセントの範囲、より好ましくは０．０４～０．０９質量パーセントの範囲、最も好ま
しくは０．０４５～０．０９質量パーセントの範囲である。
【０２４６】
　潤滑油は、潤滑油の総質量に基づき、好ましくは１．０質量パーセント以下、より好ま
しくは０．７５質量パーセント以下、最も好ましくは０．７質量パーセント以下の硫酸塩
灰分の含量を有する。
【０２４７】
　潤滑油組成物は、潤滑油組成物の総質量に基づき、好ましくは１．２質量パーセント以
下、より好ましくは０．８質量パーセント以下、最も好ましくは０．２質量パーセント以
下の硫黄含量を有する。
【０２４８】
　潤滑油組成物は、例えば抗酸化剤、磨耗防止剤、洗浄剤、分散剤、摩擦調節剤、粘度指
数向上剤、流動点降下剤、腐食抑制剤、消泡剤、およびシール固定剤（seal fix agent）
またはシール適合剤（seal compatibility agent）などの添加剤をさらに含んでいてもよ
い。
【０２４９】
　都合よく使用することができる抗酸化剤としては、アミン系抗酸化剤および／またはフ
ェノール系抗酸化剤からなる群より選択されるものが挙げられる。
【０２５０】
　好ましい実施態様において、前記抗酸化剤は、潤滑油組成物の総質量に基づき、０．１
～５．０質量パーセントの範囲の量、より好ましくは０．３～３．０質量パーセントの範
囲の量、最も好ましくは０．５～１．５質量パーセントの範囲の量で存在する。
【０２５１】
　潤滑油組成物は、都合のよい形態としては、磨耗防止剤として１種のジチオリン酸亜鉛
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または２種またはそれより多くのジチオリン酸亜鉛の組み合わせを含んでいてもよく、こ
こで上記１種または２種のジチオリン酸亜鉛それぞれは、ジアルキル、ジアリールまたは
アルキルアリールジチオリン酸亜鉛から選択されてもよい。
【０２５２】
　潤滑油組成物は、一般的には、潤滑油組成物の総質量に基づき、０．４～１．０質量パ
ーセントの範囲のジチオリン酸亜鉛を含んでいてもよい。
【０２５３】
　本発明の潤滑油組成物において、追加の、またはその代わりの磨耗防止剤を都合よく使
用することもできる。
【０２５４】
　適切なその代わりの磨耗防止剤としては、ホウ素を含む化合物、例えばホウ酸エステル
、ホウ酸を含む脂肪族アミン、ホウ酸を含むエポキシド、アルカリ金属（または混合型の
アルカリまたはアルカリ土類金属）のホウ酸塩、およびホウ酸を含む過塩基性（overbase
d）金属塩が挙げられる。前記ホウ素を含む磨耗防止剤は、潤滑油組成物の総質量に基づ
き０．１～３．０質量パーセントの範囲の量で潤滑油に都合よく添加することができる。
【０２５５】
　潤滑油組成物で用いることができる典型的な洗浄剤としては、１種またはそれより多く
のサリチル酸塩、および／またはフェネート、および／またはスルホン酸塩洗浄剤が挙げ
られる。
【０２５６】
　しかしながら、洗浄剤として使用される金属の有機および無機塩基の塩は、潤滑油組成
物に硫酸塩灰分が含まれる一因になる可能性があるため、本発明の好ましい実施態様にお
いて、このような添加剤の量は最小限に抑えられる。
【０２５７】
　さらに低い硫黄含量のレベルを維持するために、サリチル酸塩の洗浄剤が好ましい。
【０２５８】
　従って、好ましい実施態様において、潤滑油組成物は、１種またはそれより多くのサリ
チル酸塩の洗浄剤を含んでいてもよい。
【０２５９】
　潤滑油組成物の硫酸塩灰分の総含量を、好ましくは１．０質量パーセント以下のレベル
に、より好ましくは０．７５質量パーセント以下のレベルに、最も好ましくは０．７質量
パーセント以下のレベルに維持するために、前記洗浄剤は、潤滑油組成物の総質量に基づ
き、潤滑油組成物の総質量に基づき、好ましくは０．０５～１２．５質量パーセントの範
囲、より好ましくは１．０～９．０質量パーセント、最も好ましくは２．０～５．０質量
パーセントの範囲の量で用いられる。
【０２６０】
　さらに、前記洗浄剤は、独立して、ＩＳＯ３７７１によって測定した場合、好ましくは
１０～５００ｍｇ．ＫＯＨ／ｇの範囲、より好ましくは３０～３５０ｍｇ．ＫＯＨ／ｇの
範囲、最も好ましくは５０～３００ｍｇ．ＫＯＨ／ｇの範囲のＴＢＮ（全塩基価）値を有
する。
【０２６１】
　潤滑油組成物は加えて、灰分非含有の分散剤を含んでいてもよく、このような灰分非含
有の分散剤は、潤滑油組成物の総質量に基づき、好ましくは５～１５質量パーセントの範
囲の量で混合される。
【０２６２】
　用いることができる灰分非含有の分散剤の例としては、日本特許第１３６７７９６号、
１６６７１４０号、１３０２８１１号、および１７４３４３５号で開示されているポリア
ルケニルスクシンイミドおよびポリアルケニルコハク酸エステルが挙げられる。好ましい
分散剤としては、ホウ酸を含むスクシンイミドが挙げられる。
【０２６３】
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　潤滑油組成物で都合よく使用することができる粘度指数向上剤の例としては、スチレン
ブタジエンコポリマー、スチレン－イソプレンの星状コポリマー、およびポリメタクリレ
ートコポリマー、およびエチレン－プロピレンコポリマーが挙げられる。このような粘度
指数向上剤は、潤滑油組成物の総質量に基づき、１～２０質量パーセントの範囲の量で都
合よく使用することができる。
【０２６４】
　ポリメタクリレートは、潤滑油組成物において有効な流動点降下剤として都合よく用い
ることができる。
【０２６５】
　さらにアルケニルコハク酸またはそれらのエステル部分、ベンゾトリアゾールベースの
化合物、およびチオジアゾールベースの化合物などの化合物は、潤滑油組成物において腐
食抑制剤として都合よく用いることもできる。
【０２６６】
　ポリシロキサン、ジメチルポリシクロヘキサン、およびポリアクリレートなどの化合物
は、潤滑油組成物において消泡剤として都合よく用いることもできる。
【０２６７】
　潤滑油組成物においてシール固定またはシール適合剤として都合よく用いることができ
る化合物としては、例えば、市販の芳香族エステルが挙げられる。
【０２６８】
　以下の実施例により、本発明をよりよく理解できるものと予想される。特に他の指定が
ない限り、実施例で開示された全ての量および濃度は、配合が完了した燃料組成物の質量
に基づく。
【実施例】
【０２６９】
　実施例１
　以下の実施例において、３種の市販の摩擦調節剤（ＦＭ）が用いられた：
　ＦＭ１０－これは、ＷＯ２００９／５０２８７の実施例４のような、モル比３：１のオ
レイン酸とアミノエチルエタノールアミンとの反応生成物である。
【０２７０】
　ＦＭ１１－これは、（ＷＯ２０１０／０５７２０で開示されているような）Ｃ８～Ｃ１

８脂肪酸およびＣ１８飽和脂肪酸と、ジエタノールアミンおよびプロピレンオキシドとの
反応生成物である。
【０２７１】
　ＦＭ１４－サンツェン・ポリマー社（Sanzheng Polymer Company）から市販されている
ＣＨ－５である。
【０２７２】
　以下の実施例において、以下のような市販の粘度調整剤（ＶＣＡ）が用いられた：
　ＶＣＡ２－シェブロン（Chevron）から市販されているシンフルイドＰＡＯ－５である
。
【０２７３】
　表１は、それぞれの添加剤ブレンド中に存在する様々な添加剤（洗浄添加剤パッケージ
、ＶＣＡ、ＦＭ、および溶媒）の相対量（質量％）を示す。
【０２７４】
　いくつかの実施例において、添加剤パッケージの安定性と取り扱いやすさを改善するた
めに、例えばシェルから市販されているシェルゾールＡ１５０、および２－エチルヘキサ
ノールのような溶媒はさらに添加剤パッケージにもブレンドされた。
【０２７５】
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【表１】

【０２７６】
　表１に示される添加剤ブレンドは、改善された粘度の特徴などの取り扱いやすさの特性
を改善した。
【０２７７】
　表１に記載の添加剤ブレンドをそれぞれ、ＥＮ２２８ガソリン燃料に、ガソリン燃料組
成物全量に基づき１０～６０００ｐｐｍｗの量でブレンドした。
【０２７８】
　実施例の燃料組成物は、流体力学的作用および境界潤滑作用の両方によって、燃料経済
性の利益、優れた清浄度、および摩擦の減少を改善する。
【０２７９】
　実施例２～５
　第一の燃料添加剤および第二の燃料添加剤として用いることができる多数の市販の成分
の組成および特性を以下に示す。実施例２～５では、これらの所定の成分が用いられた。
【０２８０】
　デュラシン１６５は、イネオス・オリゴマーズ（Ineos Oligomers）から市販されてい
るＰＡＯ－５である。
【０２８１】
　デュラシン１６２は、イネオス・オリゴマーズから市販されているＰＡＯ－２である。
【０２８２】
　プリオルーブ３９７０は、クローダ・ヨーロッパ社（Croda Europe Limited）から市販
されているトリメチロールプロパンのＣ７～Ｃ９エステルである。
【０２８３】
　ＦＭ１０－これは、ＷＯ２００９／５０２８７の実施例４のような、モル比３：１のオ
レイン酸とアミノエチルエタノールアミンとの反応生成物である。
【０２８４】
　エトミーンＴ１２ｅは、平均２モルのエチレンオキシドを含む牛脂アミンから生産され
たエトキシ化アミンであり、アクゾノーベルから市販されている。
【０２８５】
　ＦＭ１１－これは、（ＷＯ２０１０／０５７２０で開示されているような）Ｃ８～Ｃ１

８脂肪酸およびＣ１８飽和脂肪酸と、ジエタノールアミンおよびプロピレンオキシドとの
反応生成物である。
【０２８６】
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【０２８７】
　実施例２
　ガソリンで試験できるように改変したＨＦＲＲ（ＩＳＯ１２１５６）法を用いて生成物
１～１８を試験した。改変されたＨＦＲＲ試験を用いて、ガソリン組成物の潤滑性を決定
した。改変されたＨＦＲＲ試験は、ＩＳＯ１２１５６－１に基づき、ＰＣＳ装置ガソリン
変換キットが追加されたＰＣＳ装置ＨＦＲＲを用いて、さらに１５．０ｍｌ（±０．２ｍ
ｌ）の流体の体積、２５．０℃（±１℃）の流体温度を用いてなされ、ここで試験サンプ
ルを覆って蒸発を最小に抑えるために、ＰＴＦＥカバーが用いられた。
【０２８８】
　ＥＮ２２８規格にあったエタノールを含まない無鉛ガソリン（Ｅ０）中で、添加剤を２
００ｍｇ／Ｌで試験した。潤滑性および摩擦係数の結果が低ければ低いほど、より優れた
摩擦調節作用を示し、さらにより優れた燃料経済性も示す。これは、以下の表２に記載の
摩擦調節剤ｄ～ｊにより示される。
【０２８９】
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【表３】

【０２９０】
　この実施例から、洗浄剤性能に関して設計された分子（ａ～ｃ）は摩擦調節性能を示さ
ず、ＶＣＡ性能に関して設計された分子（ｋ～ｒ）は摩擦調節性能を示さないことが示さ
れる。
【０２９１】
　実施例３
　５種のモデルの自動車それぞれ３台ずつ（表３を参照）で、混成型の路上走行様式で累
計走行距離１０,０００マイルを走破した。これらの自動車は、標準規格ＥＮ２２８を満
たす標準ＵＬＧ９５のエタノール非含有のベース燃料を使用した。それぞれのケースにお
いて、ベース燃料を同じ市販の洗浄添加剤パッケージで前処理し、加えて各燃料に試験添
加剤を表４で詳述された濃度で入れた。
【０２９２】

【表４】

【０２９３】
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【表５】

【０２９４】
　一定条件（２速ギアで３２ｋｍ／時）で燃料消費を測定した。各自動車において、１０
，０００マイル時に二連で放出試験を行った。
【０２９５】
　１０，０００マイル後の潤滑剤中の試験添加剤濃度を、ＧＣ－ガスクロマトグラフィー
（ＰＡＯ５）またはＮＭＲ（ＣＨ－２ＣおよびＣＨ－５）のいずれかによって決定した。
【０２９６】
　摩擦調節剤ＣＨ－２ＣおよびＣＨ－５は、シャンハイ・サンツェン・ポリマー社から市
販されている。
【０２９７】
　ＰＡＯ－５は、シェブロン・フィリップス（Chevron Philips）から市販されているシ
ンフルイドＰＡＯ５である。
【０２９８】
　実施例４
　添加剤の潤滑剤への移動を研究するために２種の燃料を試験した。
【０２９９】
　走行距離計で約２２，０００マイルと表示された２台のフォードのフォーカスＳＴ－２
の２．５リットル車で試験を行った。用いられた潤滑剤は、シェル・ルブリカント（Shel
l Lubricants）から市販されているへリックス・ウルトラ・エキストラ（Helix Ultra Ex
tra）５Ｗ－３０であった。ベース燃料は、ガソリンベースの燃料のＥＮ２２８であった
。洗浄剤パッケージ、摩擦調節剤、および粘度調整添加剤を含む添加剤が添加された燃料
で車を走らせた。
【０３００】
　高速サイクルのシャーシダイナメータープログラムで試験開始時と累計１２，０００マ
イル終了時に潤滑剤をサンプリングした。オイルの継ぎ足しは行われなかった。開始時と
、および試験の終了時に蓄積された潤滑剤中の添加剤の量を、ＰＯＡ５およびプリオルー
ブ３９７０についてはＧＣで測定し、あるいはＦＭ１０についてはＬＣ－ＭＳ（液体クロ
マトグラフィー－マススペクトロメトリー）で測定した。
【０３０１】
【表６】
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【０３０２】
　実施例３および４から、摩擦調節剤およびＶＣＡの化学物質はいずれも燃料から潤滑剤
に移動する可能性があることが確認され、実施例３は、燃料経済性の利益を示している。
【０３０３】
　実施例５
　ベンチエンジン試験を用いて、実施例４で行われたようにして添加剤および添加剤の組
み合わせの蓄積を模擬するために、エンジンの油だめ中の潤滑剤に直接投入した様々な添
加剤の燃料消費および燃料経済性の利益を、それらが投入されていない潤滑剤の利益と比
較した。この試験では、フォードのゼテック（Zetec）１．９８８リットルの直列４気筒
ＤＯＨＣガソリンエンジンを用いた。用いられた燃料は、ＥＮ２２８低硫黄含量Ｅ５ガソ
リンであった。用いられた潤滑剤は、シェルのへリックス５Ｗ－３０またはシェルのへリ
ックス・プラス１０Ｗ４０であった。
【０３０４】
　エンジンを洗浄し、異常なレベルの吸気バルブの付着物（ＩＶＤ）と燃焼室の付着物（
ＣＣＤ）を取り除いた。この試験は、加速／負荷ポイントのセット（試験サイクル）の連
続的な繰り返しをベースとした。上記サイクルを、潤滑剤サンプルの採取とクランクケー
スへの添加剤注入のための計画的な中断と共に、合計でおよそ２１時間（一晩１６時間の
潤滑剤の脱再生（de-greening）および５時間の燃料消費測定）の期間にわたり繰り返し
た。以下の表に、油だめへの注入前後の正味燃料消費率（ＢＳＦＣ）の測定値におけるパ
ーセンテージ変化を示しており、ここでデータは、比較を簡易化するために、試験条件ご
との平均値として表示した。
【０３０５】
【表７】

【０３０６】
　この実施例から、摩擦調節剤およびＶＣＡの化学物質はいずれも、潤滑剤中に存在する
場合、燃料消費の利益％の増加をもたらす可能性があることが確認される。摩擦調節剤お
よびＶＣＡ成分の両方の組み合わせは、単独の添加剤による増加分以上の燃料消費中の利
益％の増加を示す。
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【０３０７】
　実施例３および５の結果を総合すると、燃料添加剤の配合に摩擦調節剤およびＶＣＡの
両方を使用することにより、燃料消費を改善する、すなわち燃料経済性を改善するという
利益があることが示される。
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